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本報告書中の表記については、以下のどおりである。

＊「監査役」は、「監査役会」、「監査委員」、「監査委員会」を含むものとする。

＊「監査人」は、便宜上、会社法上の「会計監査人」、金融商品取引法上の「監査法人、公認会計士」とする。本報告書では、監査役を含まず、監査役を独立して用いる。

＊「監査役監査基準」は、公益社団法人日本監査役協会の「監査役監査基準」に加えて「内部統制システムに係る監査の実施基準」を含むものとする。
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序章　問題の所在
第1節　本報告書の意義
ある日、監査役に対して、何億円以上にも及ぶ株主代表訴訟や第三者損害賠償請求が発生したら、監査役補助人（以下、「スタッフという」）
は、どのように監査役を守るのだろうか。監査役は、限られた監査資源の中で、どのように、監査役監査の有効性
を最大化して、思いもよらない会社の不祥事を防ぎ会社へのダメージを最小化すればいいのだろうか。これをスタッフはどのように補佐すれば良いのだろうか。
監査役に関する訴訟は、まだ極めて少ない数ではあるが、会社や監査役に対する影響は大きい。スタッフは、監査役を守らなければならない。
このような問題意識によって、本報告書は作成された。この報告書は、スタッフの立場を意識しつつ、監査役の監査調書について検討したものである。

監査役は、会社法監査の主役であり、会社法は、第381条において、次のように定めている。
監査役は、取締役の職務の執行を監査する。この場合において、監査役は、法務省令で定めるところにより、監査報告を作成しなければならない。
これは、監査役の職務
が、（1）取締役の職務執行の監査と（2）監査報告の作成からなることを示すものである。
（1）は、業務監査と会計監査とに分類され、業務監査は適法性監査や妥当性監査という視点から説明されることが多い。しかし、本報告書において、われわれは、これらの概念よりも、より生産的で有効な概念と思われる「監査の主題」に着目した。監査の主題とは、監査報告において監査人の結論が求められている調査対象（証拠づけの対象）である
。監査の主題に着目した理由は、第1に、株主総会や現在株主に報告する監査報告（書）において、監査役が、最終的に、「何」についての結論を求められているのかということと、限りある監査資源の中で、監査の主題の方が、より有効性と効率性のある監査につながるのではないかと考えたためである。第2に、この概念は、監査役（会）監査報告書（以下、「監査報告書」という）が監査調書に裏づけられるという考えと親和性がある。すなわち、監査報告書における監査の結果やその中核である監査の主題を支える監査の方法を裏づけるものが監査調書であるという考え方である（図表1参照）。
図表1　監査報告書と監査調書の関係
[image: image3.emf]監督省庁や裁判所からの提出命令

1　監査計画 3　監査調書 6　監査報告

（監査証拠の事前評価） （監査証拠の事後評価） （監査の結果（監査の主題）の証明）

4　上位者による査閲（レビュー）

5　監査計画の修正・監査手続の追加

（現場における現物の実査、立会、確認等）

（監査基準に準拠しているかどうか、

数値とモノが合うか等）

2　監査基準


（2）は、構造的な面から見れば、取締役が会社（その背後に控える株主）に対して負っている受託責任の遂行を誠実に、適切に遂行していることを監査役が確かめ、その結果を会社の株主総会（その背後に控える株主）に「報告」するということである
。監査の主題概念の導入により、監査役は、数限りない監査対象や証拠資料の中で、監査報告書の監査の結果を立証と検出をするための逆算（backward induction）の思考がしやすくなる（図表2参照）。いいかえれば、監査役およびスタッフは、監査の結果という目標が定まるために、何を監査しなければならないのかその方法が明確となり、結果として、年間の監査活動が捉えやすくなる
。
このように、「監査の主題」概念は、妥当性監査および適法性監査等の概念よりも、監査役監査の実務に役立つ枠組みを与えることができる。
[image: image4.emf]監督省庁、裁判所からの提出命令

監査法人・公認会計士からの提出依頼

（財務報告内部統制実施基準、Ⅲ、４、（１）、②）

監査計画 監査調書 監査報告

（重点監査項目の設定、往査先の決定、業務分

担）

監査意見形成のための監査証拠 監査意見の表明

監査役間の意見交換（監査役スタッフを含む）

監査計画の修正・監査手続の追加

（常勤監査役を軸にして、必要があれば、現場に

実査、立会、確認等を再度実施すること）

法令や監査役監査基準に準拠しているかどうか。

重大な疑義が生じている監査項目や懸念事項があるか。

監査役監査基準

図表2　監査役監査報告書と監査の主題のイメージ図
出所：秋月信二「コーポレート・ガバナンスを考える―監査の視点から―」日本監査役協会講演会、2012年1月、27頁に修正・加筆。
※取締役の職務執行の監査という観点に絞れば、監査の結果において、監査の主題はメイン・ディッシュ部分となる。
現在、監査役監査の指針となる監査役監査基準において監査調書の「作成」は定められているが、会社法上、監査調書に関する条文があるわけではない。したがって、本報告書は、監査役の監査調書とは何かというところから検討し、実務上、参考にできる監査調書または監査調書案を明らかにしようとした。
実務上、なぜ監査調書が重要なのか。端的にいって、それには以下の理由が挙げられる
。

1　監査役間の情報共有（スタッフを含む）となる。

2　訴訟が発生したとき、限りある監査資源の中で、監査役の職務とスタッフの業務とを果たしたことが証明できる。

3　監査対象部署に関わる取締役への文書による明確な指導、助言、勧告とすることができる。会社の執行機能の低下防止のみならず監督機能の向上につなげることができ、取締役の監督機能を監査していたと証明することができる（指導、助言、勧告の後、それらを反映するか否かは取締役等の責任）。
4　次期以降の監査活動において、気をつけるべき項目のグラデーションがわかる。
なお、スタッフが監査調書案を作成する会社や監査役自らが監査調書を作成する会社等、スタッフが置かれた環境は多種多様であり一様ではない
。例えば、スタッフは、監査調書案を作成するとき取締役会に出席している監査役と往査時のみに陪席する監査役スタッフとの間には、取得できる会社の情報に差があることを認識しなければならない。このようなことを踏まえ、スタッフは、監査に関する証拠を自分の身体を使って“地道に”つかんでゆき
、その範囲内で監査調書案を作成する必要がある。また、スタッフが監査調書にある最後の欄の「監査結果」、「所見」または「気づき事項」
に関する案を作成する場合、スタッフは監査役との意見交換を十分に行い、監査役の真意を汲みとって作成することに注意を払う必要がある。
第2節　本報告書の構成
本報告書は、次のような構成をとる。
第1章　監査調書とは何か
第2章　訴訟と監査調書
第3章　監査調書作成のポイント
まず、第1章および第2章は、第3章の監査調書作成のポイントを検討するための基礎、いわば総論的部分となっている。この総論的部分を展開するにあたっては、監査役監査と財務諸表（公認会計士）監査において、どのように監査調書が扱われているのかを概観した後、監査役の監査調書の意義について述べる。

終章である第3章においては、総論的部分の考察を前提に、監査調書の構成要件から論じはじめ、期初、期中、期末の監査調書（案）へと展開していく。

第1章　監査調書とは何か
第1節　日本監査役協会にみられる監査調書
1　平成23年改正監査役監査基準

監査役監査基準の第52条において、「監査役は、監査活動及び監査結果に対する透明性と信頼性を確保するため、自らの職務遂行の状況や監査の内容を必要に応じて説明することが監査役の重要な責務であることを、自覚しなければならない」とし、その責務を確保する方法として、次のように規定をおいている。
第53条

監査役は、監査調書を作成し保管しなければならない。当該監査調書には、監査役が実施した監査方法及び監査結果、並びにその監査意見の形成に至った過程及び理由等を記録する。

第53条後段を見ても、監査調書とはどのような性質を備えているものか、監査調書とする書類等の範囲はどこまでなのか等を定めているわけではない。

監査役が株主より取締役の責任追求の訴えの請求（以下、「提訴請求」という）書面を受領し、監査調書が重要な証拠書類になるのではないかと考えた場合、監査調書を具体的に定義し、その範囲を規定する必要があるのではないか。

2　新任監査役ガイド(第5版)

新任監査役ガイド(第5版)では、以下のどおり、期中監査の概要についての質問の回答に監査調書を作成する旨記載したうえで、「監査調書」の説明として、日本監査役協会「監査役監査実施要領(改定版)８章１項６」の内容を参考に記載している。 
Ｑ13  期中監査の概要

期中監査とはどのようなもので、具体的には何をすればよいのでしょうか。

Ａ　  期中監査は、事業年度中に行う日常的な監査活動です。具体的には、監査環境の整備に加えて、取締役等との意思疎通、重要な会議への出席、重要な書類等の閲覧、本社･事業所等の調査、法令・定款違反の監視、内部統制システムの監視などを行います。実施後は、監査調書を作成し、関係者にフィードバックします。

（中略）

３．監査調書 （→（社）日本監査役協会「監査役監査実施要領(改定版)８章１項６」）

監査の結果については、監査調書を作成して保管し (基準53)、記録に残すとともに、監査役会に報告して、監査役間で情報を共有します。監査調書の保管期間については、法の定めはありませんが、監査役会議事録の備置期間や時効などを勘案すれば、10 年以上とすることが考えられます。

監査調書の記載事項は次のとおりです。必要に応じて、関係資料を添付します。

①　監査実施年月日(時間)

②　監査対象先（名称、所在地）、対応者(役職、氏名)

③　監査担当者（監査を実施した監査役・監査役スタッフ）

④　実施した監査方法（報告聴取・資料閲覧・立会い・視察等）

⑤　監査結果・指摘事項・意見（助言・勧告すべき事項を含む）等

⑥　監査意見の形成に至った過程・理由等

⑦　その他補足説明

なお、協会ＨＰの「監査業務支援ツール」に、各社が実際に使用している監査調書のフォーマットなどの監査ツールを掲載していますので適宜ご利用ください。

3　監査役監査実施要領(改定版)８章１項６ 

「監査役監査実施要領(改定版)８章１項６」記載の「監査調書等の記録」に係る必要部分を抜粋掲載する。

８章　日常監査及び取締役の善管注意義務における重要事項の監査

［本章は、すべての監査役設置会社が該当する。］

第１項　監査役(会)監査報告記載の監査の方法に沿った監査の実施と監査調書の作成

(中略)

２　監査報告の裏付けとなる監査活動の実施及び監査調書の作成

（１）監査役監査報告は、非常勤監査役も含めてすべての監査役が作成を求められ（会社法381①）、監査報告には、実際に実施した監査の方法及びその内容の記載が必要とされ（施行規則129①一、計算規則122①一、127一）、監査の結果として意見を表明する事項についても法令の要請を満たす必要があるので、監査役は、監査報告作成に係る法令（施行規則129、130、計算規則122、123、127、128）を確認するとともに、日常監査として実施する監査の方法及び結果について、自信を持って監査報告に記載し、株主に報告することができるよう、監査方法について裏づけとなる監査活動を実施し、個々の監査活動ごとに監査調書等（次の６を参照）を作成し、監査証跡として記録を残す必要がある。（中略）

（２）すべての監査役設置会社の監査役が、法令の要請により、監査の結果として意見を表明しなければならない事項は、次の３事項である。（中略）

上記の①②の業務監査事項のみならず③の会計監査事項に関しても、監査役が意見の表明を行うためには、年間を通じて、監査計画に掲げる監査方法について裏づけとなる監査活動を実施し、具体的な事実を確認し判断することの積み重ねによって監査役としての心証を形成し、更に会計監査人との連係及び会計監査人の監査の方法と結果の相当性判断、内部統制システムに係る監査、会計監査等及び期末監査における事業報告及びその附属明細書の監査ならびに計算関係書類の監査を実施して、監査報告にその意見を記載することになる。

即ち、期末における事業報告及びその附属明細書の監査ならびに計算関係書類の監査の結果については、期末において当該書類を監査するということのみではなく、年間を通じての日常監査の積み重ねにより、当該書類に関する意見表明や取締役の職務執行に係る監査意見が自信をもってできるということに留意して日常の監査を実施する必要がある。(中略)

６　監査調書等の記録

（１）監査調書

（ⅰ）監査調書の記載事項

監査調書は、自己の監査実績の記録であると同時に、他の監査役及び監査役会に報告するための文書であり、監査役間で情報を共有化し、各監査役が必要に応じ参照する共有の記録となるため、次の事項を記載し保管する（監査役監査基準53）。

①　監査実施年月日

以下、前述の「新任監査役ガイド(第５版)」と概略同じのため省略。

（ⅱ）監査調書の活用

監査調書は、期末に作成する監査役監査報告と異なり、監査役会外（株主等）に報告することを求められていないが、代表取締役及び取締役会への報告のほか取締役及び使用人（監査役監査の被監査部門を含む）に対し助言・勧告等を行うために必要に応じて活用する場合がある。ただし、情報提供者を保護する必要や、機密事項が含まれる場合等は、監査調書から必要事項のみを抜粋する等、取扱いに配慮する。

（２）その他、監査調書に準ずる記録

監査役は、取締役及び使用人等の業務執行者もしくは会計監査人からの随時の報告を受けた場合や意見交換を行った場合、その他重要会議出席に際して当該会議の議事録に記載されない監査役としての所見等で監査役間の内部で記録に残すことが適切と判断した事項等について、会見記録、報告聴取記録、会議出席記録等により、記録を残すことが望ましい。

4　日本監査役協会にみられる監査調書の特徴
監査調書は、自己の監査の記録であるとともに、他の監査役及び監査役会に報告するための文書である。また、監査調書は、監査役間で共有化され、各監査役が必要に応じてお互いの監査調書を読むことができるようにするものである。監査調書の活用方法は、代表取締役及び取締役会への報告その他取締役及び使用人（監査役監査の被監査部門を含む）に対し助言・勧告等を行う場合がある（図表3参照）。
なお、監査役が意見の表明を行うためには、年間を通じて、監査計画に掲げる監査方法について裏づけとなる監査活動を実施し、具体的な事実を確認し判断することの積み重ねによって監査役としての心証を形成し、更に会計監査人との連係及び会計監査人の監査の方法と結果の相当性判断、内部統制システムの取締役会決議に関する相当性判断、会計監査等及び期末監査における事業報告及びその附属明細書の監査ならびに計算関係書類の監査を実施して、監査報告にその意見を記載する。
本報告書においては、現時点での日本監査役協会の「監査調書」についての説明内容を踏まえた上で、監査意見の表明に至る監査プロセス上での「監査調書」の位置付けをさらに明確にする。単なる自己の監査の記録ではなく、監査結果・指摘事項・所見等を踏まえた監査意見の形成に至った過程・理由等を明記した監査証拠として、また、取締役の不正・不法行為を訴えられた場合であっても、監査役の任務懈怠責任を問われることがないように、監査意見について立証可能な証拠となる「監査調書」とするにはどのような「監査調書」であればよいのだろうか。
図表3　監査調書を使用した執行機関、監督機関等への指導・助言・勧告
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第2節　日本公認会計士協会における監査調書
日本公認会計士協会の「監査基準委員会報告書230（2011年12月22日）」によれば、監査調書は下記の通り定義されている。

(1)　監査調書は、実施した監査手続、入手した関連する監査証拠及び監査人が到達した結論の記録をいう。

(2)　監査調書は、通常、紙媒体、電子媒体等で記録される。監査調書には、例えば以下のものが含まれる。監査手続書、分析表、監査上検討した事項の説明、重要な事項の要約、確認状や経営者確認書、チェックリスト、重要な事項に関するやりとりを示した文書（電子メールを含む。）。また、監査人は、重要な契約書や覚書といった企業の記録の抜粋又はコピーを監査調書の一部として含めることができる。

日本公認会計士協会の監査基準は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準として規範性が高く、職業的監査人は、財務諸表監査を行うに当たり、常にこれを遵守することが求められている。

また、上記の「監査基準委員会報告書230」によれば、監査調書の作成目的には、「監査業務に係る審査及び監査業務の定期的な検証の実施を可能にすること」や「法令等に基づき実施される外部による検査の実施を可能にすること」が含まれている。

実際、会計監査人の作成した監査調書は、監査法人内のレビューに使用されるだけでなく、公認会計士・監査審査会による監査法人の検査の対象となり、時として、監査法人が訴訟に巻き込まれた場合の、監査証拠として採り上げられた事例がある。

一方、監査役の監査調書について、監査調書とはどのようなものか、監査調書とする書類などの範囲が明確に規定されているわけではない。一口に監査調書とは言っても、公認会計士と監査役の作成する監査調書には上記のような差がある。？
　ただし、その役割については、それぞれの監査意見を形成するための根拠・証拠となるという点では全く共通であり、監査役の監査調書の重要性が劣後するものではない。
第2章　訴訟と監査調書
第1節　監査役に関する訴訟事例
ここでは、まず、監査役に関する訴訟事例を取り上げ、監査役の責任を認めた事例と認めなかった事例を確認する。つぎに、株主代表訴訟に関する監査役の責任を説明し、監査調書に関する判例を調査した結果について報告する。調査で判明した監査人の監査調書の実質に触れた判例から、監査役の監査調書の位置付けを確認した上で、監査調書作成の前提となる監査役監査への示唆を提示する。その上で、訴訟に耐え得る監査調書の前提となる監査調書作成のための構成要件とそれを満たすための作成ポイントを解説し、訴訟に耐え得る監査調書とはどのような監査調書であるのかを提示する。

1　監査役に関する訴訟事例

監査役に関する訴訟の中で監査役の責任を認めた事例と認めなかった事例の違いはどこにあるのであろうか。訴訟事例の中で、１人の監査役の責任を認めたが、１人の監査役の責任を認めなかった事例１例、監査役の責任を認めた事例１例および監査役の責任を認めなかった事例１例を挙げると以下のとおりである。 

監査役は訴訟の中で監査計画に基づき、適切に監査を実施し注意義務を十分に果たしていることを証明しなくてはならない。民事訴訟上の文書提出義務について、民事訴訟法第220条は、専ら文書の所持者の利用に供するための文書を提出する義務はないとしている。しかし、監査役が注意義務を果たしていることを証明するためには、監査の証跡として監査調書を提出しなくてはならない可能性もある。もちろん、監査役が注意義務を果たしていることを証明するためには、実際に適切な監査活動を実施していることが前提であることは言うまでもない。

（1）大和銀行事件（大阪地裁、平成12年９月）

（１人の監査役の責任を認めたが、１人の監査役の責任を認めなかった事例）
大和銀行ニューヨーク支店へ往査をした監査役は、不備を見過ごした点で任務懈怠の責を負うが損害の立証がないため請求棄却、ニューヨーク支店へ往査をしなかった監査役は、往査をしない限り、検査方法（会計監査人による財務証券の保管残高の確認）の不備を発見することができないため、任務懈怠責任を負わない。

（2）ダスキン事件（大阪高裁、平成18年６月）

（監査役の責任を認めた事例）

肉まんへの無認可食品添加物混入、販売、口止め料支払いに関する検討に参加した監査役は取締役の明らかな任務懈怠に対する監査を怠ったので善管注意義務違反である。

　監査役がその責任を回避するためには、取締役の不正行為を未然に防止するための発

言を取締役会において行うべきであった。

（3）ヤクルト事件（最高裁控訴棄却確定、平成22年12月）

（監査役の責任を認めなかった事例）

監査役自らが個別取引の詳細を一から精査することまでは求められておらず、下部組織が適正に職務を遂行していることを前提として、そこから上がってくる報告等を前提に調査、確認すれば、その注意義務を尽くしたことになる。

2　株主代表訴訟における監査役の責任

監査役が株主より取締役に係る提訴請求書面受領後、提訴の当否を判断する際、監査調書も判断材料のひとつになることを述べた。監査役は、形式審査および実質審査を行うとともにその過程を記録する。実質審査では、必要に応じて、内部統制部門および内部監査部門への調査依頼および第三者委員会設置による調査を行う。仮に監査役が提訴しないと判断し、不提訴理由通知書を株主に送付した場合、株主は監査役を含め再度提訴を行う可能性もある。この場合、裁判所は、株主の提訴を受理するとともに、株主代表訴訟への監査役の対応が適切であったか、監査役監査が適切に行われたか監査役の責任の有無を判断する目的で、監査調書を提出するよう文書提出命令を発する可能性もあることに注意する必要がある。

3　監査調書に関する判例

訴訟の中で実際に監査役の監査調書が取り扱われた事例があるのであろうか。過去の判例から「監査調書」をキーワードとして検索したところ、監査役の監査調書に関する判例は抽出できなかった。しかし、監査役の監査調書以外に診療報酬の不正取得に関する処分行政庁作成の監査調書、監査人の監査調書などに関する判例13件を抽出することができた。監査人の監査調書に関連し、2件判例を挙げると以下のとおりである。

（1）監査報告書において粉飾された計算書類に適正意見を付した公認会計士である会計監査人につき商法特例法10条の責任を否定した事例（東京地裁、平成19年11月）

日本公認会計士協会は監査調書についても一般に公表している。監査調書も含めた実務指針に基づき監査を実施していることにより、注意義務を尽くしたと解されることは注目に値すると考える。

判例タイムズ（1283号303頁）は、以下のとおり解説している。本判決は、日本公認会計士協会が定めた実務指針が企業会計審議会の定めた監査基準を具体化したものであるから、日本公認会計士協会が定めた実務指針に準拠した監査を実施したといえ会計監査人として通常要求される程度の注意義務を尽くしたと解されるとして、会計監査人である公認会計士の責任を否定したものである。

(2) ナナボシ事件（大阪地裁、平成20年４月）

商法特例法及び証券取引上の法定監査を担当する監査人が、被監査会社が組織ぐるみで行った架空工事代金を売上として計上するなどの粉飾決算を発見できなかったことにつき、通常実施すべき監査手続を実施しなかったとして監査人の過失が認められた事例

判例タイムズ（1276号256頁）は、以下のとおり解説している。監査法人が粉飾決算を発見できなかったことに対する過失責任について、従来の裁判例は、これを否定するものが多かった。学説上も、監査法人の責任に対しては、特に経営者の不正が関わっている場合は消極的であった。本判決は、特に上場会社の法定監査において、粉飾決算に気づくことができなかった監査法人の過失を認めたものとして、画期的なものといえる。監査を担当とした会計士が実際に工事現場を見て不自然であると指摘した点も重視して、粉飾決算を発見することができたはずであると判断し、監査法人の過失を認めたものであり、従来のような監査人による粉飾の発見が困難であった事例とは事案を異にする。
第2節　監査人の監査調書の意義
現時点で、監査法人トーマツに絡んだナナボシ事件は、監査法人の過失を認め、かつ、監査人の監査調書の査閲（レビュー）にふれた唯一と思われる事例である。本件は、監査人の例ではあるが、監査機関に対する判例であり、同じ監査機関である監査役
の監査調書を考える上でも貴重な「他山の石」となるであろう。
この事件における監査人監査の主な問題点は次のとおりである
。
「通常実施すべき監査手続」に従って、個別の被監査会社の状況に応じて、監査計画を策定し、画一的なものではない多様な監査証拠を入手し、監査要点に応じて必要かつ十分と考えられる監査手続を実施することが、監査人に課せられた善管注意義務であり、工事の実在性について追加監査手続を実施しなかったことは、「通常実施すべき監査手続」を満たしているとはいえず、監査人の監査手続に過失が認められるとされた。
通常実施すべき監査手続とは、あらかじめ固定的に用意されたマニュアル的なものではなく、監査人が被監査会社ごとに適宜設定し実施する監査手続であって、監査基準等の規定を遵守して実施され、公正な監査慣行に合致する監査手続でなければならない。この事件における監査調書に関するキーポイントは、監査チーム等の上位者による監査調書のレビューをもって、工事等の実在性を見抜けなかったことである
。
なお、この事件は、監査役等の指摘や現地調査により、ある地区の売上が架空工事によるものであったことから発覚した
。
1　 監査人監査における監査調書の位置づけ
監査人監査における監査調書の位置づけは、図表１のように示すことができる。
図表1　監査人監査における監査調書の位置づけ
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監査の結果

（監査の主題は「監査の結果」区分のうち、法務省令の定める記載事項：No.1、2、3）

1

事業報告及びその附属明細書が法令又は定款に従い当該株式会社の状況を正しく示しているかどうかについての意見

（会社法施行規則第129条第1項第2号、同第130条第2項第2号）

2

当該株式会社の取締役の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実があったときは、その事実

（会社法施行規則第129条第1項第3号、同第130条第2項第2号）

3

第百十八条第二号に掲げる事項（内部統制システム）がある場合において、当該事項の内容が相当でないと認めるときは、その旨及びそ

の理由

（会社法施行規則第129条第1項第5号、同第130条第2項第2号）

4 第百十八条第三号に規定する事項（株式会社の支配に関する基本方針）が事業報告の内容となっているときは、当該事項についての意見

会計監査人設置会社の場合は、（会社計算規則第122条第1項第2号）上記事項に加えて、以下の事項を記載

5

会計監査人の監査の方法又は結果を相当でないと認めたときは、その旨及びその理由

（会社計算規則第127条第1項第2号、会社計算規則第128条第2項第2号）

6

会計監査人の職務の遂行が適正に実施されることを確保するための体制に関する事項

（会社計算規則第127条第1項第4号、会社計算規則第128条第2項第2号）

会計監査人非設置会社の場合は5、6ではなく7の事項を記載

7

計算関係書類が当該株式会社の財産及び損益の状況を全ての重要な点において適正に表示しているかどうかについての意見

（会社計算規則第122条第1項第2号）

監査役の監査の方法及びその内容（会社計算規則第122条第1項第1号、会社法施行規則第129条第1項第1号、同第130条第1項）

（執行・監督側に対する助言・指導・勧告（いわゆる予防監査・事前監査）による是正の反映）
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監査法人・公認会計士の監査基準は、監査役監査基準と比べると規範性の度合が大きく異なっている。監査人の監査基準による監査報告先は、監査役監査報告と異なり、投資者
であり、将来株主が含まれている。将来株主とは、将来、証券を買う可能性のある者であるため、その範囲は広くなり、監査報告をするための監査基準の水準は、経済社会に証明できる程度まで高くなるとともに、その規範性は強くなる。このため、監査法人・公認会計士は、監査基準に必ず準拠しなければならない。監査人の監査調書は監査基準の１つであるため、監査調書は作成されなければならない。
監査人の監査調書は、投資者への監査報告を裏づける記録（監査証拠の事後評価）であり、監査活動の５W１Hを示す記録となるため、その役割は大きい。監査人は、ある監査項目について、負の証拠がさらに得られるようであれば、かかる監査項目について手続きを追加し、負の証拠が得られないようであれば、次の監査項目に取りかかる、その分岐点としても機能している。
次のように、日本公認会計士協会の監査基準委員会は監査調書の目的等を定めている。
	Ⅰ　監査調書の内容および目的
１　監査調書は、以下の証拠を提供する。
(1) 監査人の結論についての基礎となる証拠
(2) 一般に公正妥当と認められる監査の基準および適用される法令等に準拠して監査計画を策定し監査を実施したという証拠
２　監査調書を作成する目的には、以下の事項が含まれる。
(1) 監査計画を策定する際および監査を実施する際の支援とすること
(2) 監査責任者が、指示、監督および査閲を実施する際の支援とすること
(3) 実施した作業の説明根拠にすること
(4) 今後の監査に影響を及ぼす重要な事項に関する記録を保持すること
(5) 監査業務に係る審査および監査業務の定期的な検証の実施を可能にすること
(6) 法令等に基づき実施される外部による検査の実施を可能にすること
Ⅱ　本報告書の目的
本報告書における監査人の目的は、以下の事項を提供する監査調書を作成することである。
１  監査報告書を発行するための基礎を得たことを示す、十分かつ適切な記録
２  一般に公正妥当と認められる監査の基準および適用される法令等に準拠して監査計画を策定し監査を実施したことを示す証拠


出所：日本会計士協会「監査調書」監査基準委員会報告書230（2011年12月）。
なお、図表１において、この事件で特に問題となった監査調書関係の部分は、４「上位者による査閲（レビュー）」、５「監査計画の修正・監査手続の追加」である。
2　 監査役監査における監査調書への示唆
監査役監査基準による監査報告先は、現在株主（所有者）である。このため、監査役全体が社会的に合意された監査役監査の質の水準を維持することは求められない。監査役監査の水準を社会的にある水準に保つという公共政策は存在しない。監査役監査の水準をどのように設定するかは会社自治の問題として、各社の監査役に委ねられている
。この点が、監査人監査と大きく異なってくるところである。
また、監査人の監査と比べると、監査役の監査対象（会計監査、業務監査等）は際限なく無数に存在するため、監査役監査報告書の「監査の結果」を特に意識して、監査調書を作成することがポイントになると思われる
。
このこととナナボシ事件を加味し、監査役の監査調書を位置づけると図表２のように示すことができる。
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図表2　監査役監査における監査調書の位置づけ
なお、ナナボシ事件から得られる監査役の報告聴取における示唆は、以下のどおりである。
①  経営者の陳述を鵜呑みにしないこと
②  質問の狙いをよく絞り、納得できないところ、気にかかるところがある場合は、再度問い直したり、質問の仕方を変えたりすること
③  大きな懸念事項や重大な疑義が生じている場合、監査役スタッフや非常勤監査役も交えて、監査調書にもとづきながら、違う視点や現場からの情報が反映されるように、意見交換を行うこと
④  なお大きな懸念事項等が存在する場合、現場への確認による質問の補強が必要であること
第3章　監査調書作成のポイント

第1節　監査調書作成のための構成要件
訴訟に耐え得る監査調書の前提となる監査調書作成のための構成要件とはどのようなものであろうか。監査調書作成のための構成要件を以下のとおり紹介する。 

①　完全性：証拠活動の内容と責任の範囲を明らかにする情報をすべて漏れなく記載

②　秩序性：誰が利用しても、実施した監査手続の内容と範囲が理解できるよう、一定の体系のもとに整理され、かつ相互参照ができるよう作成

③　明瞭性：第三者でも実施した監査の内容と範囲が理解できるように的確な表現と理解可能な言葉で明瞭、簡潔に記載

④　真実性：実施した監査の内容や範囲を偽ることなく、正確に記載。改ざんなどを防ぐため、連番を付すなど、真正性を担保

1　監査調書構成要件を満たすための作成ポイント

監査調書構成要件を満たすための作成ポイントは以下のとおりである。

①　完全性、秩序性

・　漏れなく記載し、実施した監査手続の内容と範囲が理解できるようにするためには、作成目的別に様式を定め、その様式に従い記載する。

・　監査調書内、監査調書間の全体的な整合性を確認する。

・　必ず推敲する。（３回以上推敲させるという意見もあった。）

②　明瞭性

・　会社特有の略語を使用しない。

・　専門的な用語および略語については説明を加える、あるいは注記する。

・　等の内容を定義し、曖昧にしない。

・　主語、目的語、述語を明確にする。短い単文で構成する。簡潔な文とする。

・　文中に論理的な矛盾がないか確認する。

・　法律用語を使用するときは意味を確認のうえ適切に使用する。

・　会社業務に関する予備知識のない社外監査役が理解できるように作成する。

③　真実性

・　口頭説明では、主語、目的語を省略する場合がある。発言内容を単なるテープ起こしにより文章にすると内容が意味不明になる場合がある。発言者の発言の意図を汲み取り、第三者が理解できるように文書化する。

・　曖昧な情報、伝聞のまま発言する場合がある。説明できないこと、理解できないこと、数値は、出典を確認し、あるいは所管部に確認のうえ記載する。

・　複数の監査調書間の内容に矛盾がないこと。

2　訴訟に備えた監査調書

訴訟に備えた監査調書について、検討の視点を明らかにし、各視点に対応する監査調書作成のポイントを説明する。

（1）検討の視点

①　監査活動および監査報告作成の基礎となる監査証拠の視点

前期の期初、期中および期末に作成したすべての監査調書をバインダーに綴じ、表に監査報告、つぎに、監査方針、監査計画および業務の分担を記載した書面を綴じてみていただきたい。全体が一つの監査調書として、第三者の点検に耐え得るものになっているのであろうか。監査役は監査報告に対する責任を負うことから、一つひとつの監査調書が適切に作成されていることはもちろん、監査報告の内容の裏付けとなる監査調書が、年間を通じて全体として整合性が取れている必要がある。

監査役は、期初に策定した監査方針、監査計画および業務の分担に基づき、期中監査を行い、意見を形成し、期末監査を経て監査報告を作成しなくてはならない。

監査役が、善管注意義務を履行したことを担保するために年間を通じた監査の状況を説明できるものとして、また、年間を通じた監査に基づき意見形成を行い、監査報告を作成したことを説明できるものとして監査調書が用意されているのであろうか。年間を通じた監査の状況を説明するためには、その証拠を提示しなくてはならない。同様に、年間を通じた監査に基づき意見形成を行い、監査報告を作成したことを説明するためにも、その証拠を提示しなくてはならない。すなわち、監査調書は、提示するための証拠として位置付けられていることを認識しなくてはならない。

したがって、監査調書を作成する際には、監査活動および監査報告作成の基礎となる監査証拠であるという視点を持たなくてはならない。

②　監査の規範性の視点

日本公認会計士協会の監査基準は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準としては規範性が高く、監査調書の作成目的には、「法令等に基づき実施される外部による検査の実施を可能にすること」が含まれている。

したがって、日本公認会計士協会が定めた監査基準に準拠した監査を実施したことを監査調書により証明することにより、会計監査人として通常要求される程度の注意義務を尽くしたとして、会計監査人としての責任を否定することができるものとなる。

一方、監査役監査の水準をどのように設定するかは、会社自治の問題として、各社の監査役に委ねられている。監査役は、会社の機関として、自社の状況に適合した監査基準を自ら定め、その基準に従って監査活動を行い、監査報告を作成することにより、監査の規範性を保持するのである。自社の状況に適合した監査基準に基づき監査を実施したことを監査調書により証明することにより、監査役として通常要求される程度の注意義務を尽くしたとして、監査役としての責任を否定することができるものとなろう。

③　リスクに対応した監査の視点

会社の機関設計、業種、規模、職制、組織などが異なることから、識別されなくてはならないリスクも会社によって異なる。そのため、自社のリスクを識別するために必要な情報を十分に得るとともに、監査役会において合理的な意思決定過程に基づき自社のリスクを識別することが重要である。監査役の監査活動に対する注意義務を果たすためには、識別されたリスクに対応した監査基準を定め、その監査基準にしたがい監査を実施し、監査調書を作成することが必要である。

また、リスクに対応した監査を実施したことを第三者に説明できるような監査調書を作成する必要があることにも留意すべきである。

④　監査調書構成要件の視点

前述のとおり、過去に監査役の責任を認めた判例が複数あり、毎年一定数の株主代表訴訟が提起されている。一方、監査調書に関する判例を調査したところ、調査時点では、監査人の監査調書に関する判例はあるが、監査役の監査調書については該当がなかった。

監査人の監査調書に関する判例から、監査人と監査役の監査調書の位置付けの比較を行った。監査役は、監査役の監査報告の「監査の結果」を特に意識して、この証明に絞るように、監査調書を作成することがポイントになること、監査調書作成の前提となる監査役監査への示唆を提示することができた。

このように、監査役が訴訟を提起されるリスクはあるが監査役の監査調書に関する判例がない中では、会社の規模、機関設計および監査役スタッフの員数に関わらず、監査調書の構成要件を満たすことが訴訟に耐えうる監査調書の前提となる。
 (2) 監査調書作成のポイント

①　監査活動および監査報告作成の基礎となる監査証拠の視点に基づく監査調書の作成

監査調書を作成する際に監査活動および監査報告作成の基礎となる監査証拠であるという視点を持つということは、期初、期中および期末の各監査活動が、監査報告の「監査の方法」に繋がっていることを特に意識して、各監査活動における監査調書を作成することである。その結果、監査役は、善管注意義務を履行したことを担保する年間を通じた監査の状況を説明できることになる。監査活動、監査調書、監査報告（ひな型）がどのように対応しているかを別紙「監査活動・監査調書・監査報告（ひな型）対応一覧表」に纏めているので参照いただきたい。

訴訟に耐え得る監査調書というためには、１事案の監査調書だけでなく、監査計画から期末監査まで年間を通して監査が適切に実施されていることを的確に説明できる一連の監査調書が秩序をもって構成されていることが求められる。

②　監査の規範性の視点に基づく監査調書の作成

監査基準は、自社のリスクに対応していなくてはならない。日本監査役協会のひな型を精査し、自社の状況から判断し不要あるいは不適切と思われる条項は変更しなくてはならない。その結果として、実際に実施している監査活動と監査基準が整合していくことになる。自社の状況に適合した監査基準に基づき、監査の手順書となる監査実施要領を作成する。監査実施要領では、監査調書を含む様式を事前に定める。第三者による事後点検を想定して、全ての監査活動が体系化され、その中で、監査活動における監査の証拠として監査調書が位置づけられていることが必要である。

監査活動を体系化するための一例として、監査項目、監査の方法、監査調書名、該当する監査基準を紐付けし、一覧表にすることにより、網羅的に事後点検することができる。会社によっては、年間を通じて作成される監査調書が監査基準のどこに該当するのかを確認しているが、この確認の実施は多くの会社では今後の検討課題であろう。

監査調書をジグソーパズルの一つのピースに例えれば、年間に作成した全ての監査調書を集めると無駄なピースは一つもなく、すべてのピースが所定の箇所にはまり、監査活動全体の絵が完成されていくことになる。

③　リスクに対応した監査の視点に基づく監査調書の作成

監査を実施する際の監査範囲は監査対象先のリスクを網羅しており、監査調書には、リスクに対応した監査であること、監査対象先のリスクを網羅していること、識別したリスクに対する監査結果、監査役所見が記載されていることが望ましい。

④　監査調書構成要件の視点に基づく監査調書の作成

訴訟に耐え得る監査調書とは、監査調書作成のための構成要件を満たすことにより、第三者が監査調書を読めば追加の説明を受けることなく内容を理解できる ’self-explanatory’な監査調書である。なお、訴訟での問題の焦点は、十分な監査の手続を実施したかであるので、監査調書に監査の方法を詳細に記載することが重要である。
（3）監査調書の定義

監査調書の定義を監査活動の観点と監査報告の観点から検討する。最初に、監査活動の観点から監査調書の定義を検討する。

監査役監査の年間の活動は、期初、期中、期末に区分される。期初の監査活動として、事業年度における監査方針・監査計画を策定する。期中の監査活動では、取締役会、その他重要会議への出席、代表取締役との会合、重要書類の閲覧、実地調査（往査）の実施などが行われる。期末の監査活動としては、期中における具体的な監査活動の結果を踏まえ、当該事業年度に係る事業報告及び附属明細書について改めて監査を行い、監査報告をまとめることになる。監査役は期中を通じて取締役の職務の執行を監査しており、監査活動のまとめの段階では、監査役の意見形成は、大方、できていることに留意する必要がある。

また、会計監査項目として、会計監査人から受領した新年度の会計監査計画概要書による実務対応の内容を確認し、四半期決算、中間決算及び臨時決算時における財務諸表等について担当取締役及び使用人から内容の説明を受けるとともに、会計監査人の監査の実施状況の説明を受け、関連する資料を受領し、情報交換や意見交換および協議を行うことも求められている。

監査調書は一連の監査活動の監査の結果を記録する書類として、監査を実施したことを証明するために作成して保管されるほか、監査役間の情報共有のためにも活用される。

つぎに、監査報告の観点から監査調書の定義を検討する。

監査報告には、実際に実施した監査の方法およびその内容の記載が必要であり、また、監査の結果として意見を表明する事項は法令に定められている。したがって、監査役は、監査報告作成に係る法令を確認するとともに、日常実施する監査の方法やその結果を監査報告に記載し、株主に報告することができるような監査活動の実施と監査調書の作成が求められている。

このように、監査活動を実施したことを証明するものとしての監査調書と監査報告との関わりから監査調書を次のように定義してはどうであろうか。

監査調書とは、監査がいかに実施され、その結果、何を発見し、どのような意見に達したか、という監査意見の表明とその理由など監査意見全般を説明するものである。

監査調書は、監査報告作成の基礎となる監査の証拠として、監査実施過程で作成したり、入手したりする一切の書類などのうち監査役の意見形成のために必要となる記録および文書など（電磁的に記録され保管されたものを含む）を指すものであり､合理的監査に欠くことの出来ないものといえる。

前述した監査役監査の監査調書の性質や構造を縦糸とすれば、監査役監査の様式等は横糸であるということがいえよう。

ここでは、監査役スタッフ業務における監査調書の作成に関し、期初、期中、期末の各監査活動の実務において、各監査活動とそれに伴う監査調書を類型化し、実例を交えて具体的にどのような監査調書を作成すればよいのか報告する。

監査調書は本来、監査作業書(Audit Working　Papers)であって、監査実施過程で作成したり、入手したりする一切の書類・資料等を指すもので、監査がいかに実施されて、その結果、何を発見し、どのような意見に達したか、監査作業全般を説明するものである。

この観点から監査調書の具体的内容を整理してみた場合、次の項目に要約される。

①
監査計画および適用した監査手続・方法、監査実施経過の説明

②
発見した事項(特に特異・重要な事項)

③
監査実施過程で作成･入手した資料

④
監査役の意見形成の根拠

⑤
必要措置についての助言・勧告

⑥
監査役および監査役会の監査報告

以上で明らかなように監査調書は監査実施の過程に沿って、監査手続・方法等を明らかにする「監査計画」策定等の監査準備作業に伴う「期初調書」、監査意見形成に至る期中・期末の監査活動に伴う「期中調書」並びに監査報告作成に至る「期末報告調書」の総称であるとすれば、「監査調書」が年間監査活動に伴う監査作業書(Audit Working Papers)であって、 監査作業全般を説明するものであると言ってよい。

なお、日本公認会計士協会監査基準委員会報告書230号(平成23年12月22日)によれば、会計士監査における｢監査調書｣は会計報告の信頼性を担保するという限定された目的の達成に関する監査人の結論についての｢基礎となる証拠｣、法令に準拠して監査計画を策定し「監査を実施したという証拠」を提供するものであるとしている。

会計士監査における｢監査調書｣をそのまま監査役監査の「監査調書」に適用することは無理としても、体系的に監査の計画・遂行・立証・報告を行うという監査プロセスの面で、多くの参考になる点はある。
第2節　期初における監査調書
年間の監査準備に関する主な「期初調書」は、監査基準と監査手続・方法等を明らかにする「監査計画」である。また、経営内部状況と企業環境を把握するための全般的基礎資料を取り揃えておくことも重要である。
参考までに、下表のとおり、期初の監査業務のポイントを掲げておく。

	(1) 前年度の監査結果の確認と課題の抽出
①  年度の重点監査項目の設定に資するため、以下のア～オに掲げる経営上の課題ついて、前年度の監査結果と監査環境を確認するとともに、監査計画を検討している現時点での経営上の課題を抽出しておく。
ア．経営方針・経営計画、経営環境、経営上・事業運営上のリスク、企業不祥事等
イ．内部統制システムの構築・運用の基本方針に係る取締役会決議の状況及び内部統制システムの構築・運用状況､リスク管理体制、コンプライアンス体制整備等
ウ．法令等の改正状況、関連する行政等の動き・社会動向
エ．他社において発生した不祥事等の問題等
オ．会計監査人及び内部監査部門からの報告・意見交換内容
②  抽出した課題をもとに、監査方針・監査計画に反映させるべき重点監査項目と監査方法を整理する。
 (2) 監査方針案の作成
監査方針案を作成しておく。監査方針は、監査役が何を目指して監査を実施していくのか、監査の目標・方向性を示したものであり、以下の２通りが考えられる。
ア．監査役としての普遍的な監査に対する基本的な考え方を記載する。
イ．当年度の監査を実施していくうえでの基本的な考え方を記載する。
例：法令違反等の予防監査、法令遵守、内部統制の充実、等
　(3) 監査計画の策定
監査計画には例えば次のような項目を記載する。
①  監査方針（監査活動の基本的な考え方・監査活動の基本的なスタンスや視点）
②  重点監査項目（特に内部統制システムの整備状況等）
③  監査範囲・監査対象の選定
④  業務及び財産の状況の調査の方法
⑤  監査実施スケジュール
⑥  監査業務の分担



監査役の監査役監査の基本的な流れは、事業年度における監査方針・監査計画の作成に始まり、期中監査活動、期末監査活動を経て、最終的に１年間の監査活動の結果を株主に報告するため､監査報告という形で結実させる。
　監査方針・監査計画は、監査報告作成に至るまでの監査活動の道標となるべきもので、その出来具合如何で１年間の監査活動の成否が決まるといっても過言ではない。
監査役会で監査計画が審議され承認を得ることで、監査役の意見形成のために必要な監査証拠を集積する個々の監査活動における監査内容（特に内部統制システムの構築・運用状況をはじめとする重点監査項目）・監査の方法・監査対象・実施時期・業務分担等を具体的に策定のうえ明示することにより、監査意見を支える「合理的な監査証拠」をどのような監査手続きを経て形成するのかについて、監査役間での情報共有化が図られる。
なお､時期を逸することなく、代表取締役、取締役には取締役会で報告することで伝達することと、被監査部門に通知することも重要である。
 (1) 監査計画の内容
監査計画の内容としては、重点監査項目・監査方法・監査対象・実施時期（日程表）・業務分担表等の項目を記載することが重要である。
主な記載内容は次のようなものが望ましい。
1 重点監査項目
監査方針を踏まえ、前年度の監査結果から確認され抽出された課題の中から特に重要で優先度が高い監査項目について、重点監査項目として記載する。
すべての会社において内部統制システムの構築・運用が会社の業種・業態・規模等の特性に応じて適切になされているかを監査することが最重点課題として、すなわち、取締役の善管注意義務の一つである自社の業務の適正性の確保に対して、監査役監査が行われているかが常に問われていることに留意しておく必要がある。
2 監査方法
重要会議への出席、重要文書の閲覧、事業所往査、子会社の調査、代表取締役との定期会合、取締役からの報告聴取、内部監査部門との連携、会計監査人との連携等の監査を実施する方法・手段を記載する。
3 監査対象
主な対象先は毎年、他は数年内に一巡し、監査の空白や聖域対象が生じることのないように選定し、策定することが重要である。
4 実施時期
監査活動を円滑、効率よく遂行するために、年間スケジュールを作成する。作成にあたっては、縦軸に監査方法、横軸に月（年間）を展開し、実施時期と対象先を記載し月単位の表形式で作成するとわかりやすい。
5 業務分担
会社法上、監査役は独任制であり、業務分担の規定はないが、各監査役の経験、知識、社内・社外別、常勤・非常勤別等を考慮して業務の分担を定めることは効率かつ有効に監査を進める上で重要である。

【業務分担の例】
□監査役の経歴・知見に基づく分担（経理,会計,法務,販売,企画,生産,研究・開発 等）
□個別テーマ別に分担

　 （法令遵守、リスク管理、情報管理 等）
□事業部門別に分担

　 （国内営業、海外営業、事業部 等）
□地域別に分担
□子会社別に分担
年度の監査活動計画と年度の監査役の業務分担は年度単位で作成しセットで一覧できるようにするなどわかりやすく整理しておくことも重要である。
業務分担の決定内容の如何は、各監査役が作成すべき監査報告の具体的内容、さらには各監査役の責任にも関係する可能性がある点に留意する必要がある。
監査対象部門から監査のための報告・聴取は監査の基本であり、その内容を調書として文書化しておくことは､期中監査結果のまとめ、監査報告作成の基礎となる。また、監査役と監査対象部門間の問題点の共有にも役立つ。このように、監査調書は、監査役監査の実態の証拠となり、また監査役の意見形成のために必要な監査証拠の一つでもある。
「期初調書」と位置付けた「監査計画」においては、個々の監査活動における監査内容・監査の方法・監査対象・実施時期・業務分担等を明確にしておくことと、期中監査並びに期末監査実施後に作成する監査調書の記載項目との齟齬が生じることのないように留意することが必要である。
また、期初の監査役会における監査計画策定時に監査調書の作成についてまで決めておく必要は必ずしもないが、分担して監査業務を行なった場合などは後日改めて情報の共有化を必要とするので、監査調書の作成・保管についての申し合わせをを行っておくとよい。

第3節　期中における監査調書
１．期中の監査活動と監査調書
「期中調書」は「期初調書」の監査基準と監査手続・方法等を明示した「監査計画」において特に重要で優先度が高い監査項目として設定された「重点監査項目」を主として取締役の職務の執行状況を監査した結果、その適法性を判断した監査役の監査意見形成に重要な役割を果たすものである。
また､取締役会等の意思決定に関して、善管注意義務、忠実義務等の法的義務の履行状況を監査すると同時に当該意思決定が社内にいかに浸透し､日常の経営活動に充分役立っているかを確認するための部・支社支店・工場・子会社などへの定常的監査だけでなく、監査対象部門からの報告に対して、監査役として、法令遵守やリスク管理の観点から監査上問題ないと考えるのか、是正、勧告すべきかなど具体的に指摘等を行った場合の気付き監査や突発的に発生したリスク発現時における緊急監査等も対象とする。
参考までに、以下のとおり、期中の監査業務のポイントを掲げる。
(1) 監査の視点
監査の対象となる取締役の職務の執行に法令違反がないかどうかという適法性の視点に立脚して、「取締役の義務と責任」に関わる法令等に抵触しているか否かに注意を払い、期中監査を実施しなければならない。
①　取締役の義務
ア．善管注意義務
イ．忠実義務
ウ．報告義務
エ．取締役会の構成員としての取締役の監督義務
オ．内部統制システムの整備義務
②　取締役の責任
ア．任務懈怠責任
イ．第三者に対する責任
(2) 監査の方法
①　社内の役職員からの情報収集と事実確認　//　監査役に報告すべき事項
ア．経営状況
イ．事業遂行状況
ウ．財務状況
エ．月次・四半期・期末決算状況
オ．リスク管理・コンプライアンスの状況
カ．事故・不正・苦情・トラブルの状況
キ．内部監査部門が実施した監査の結果
②　本社・事業所での業務及び財産の状況の調査等　//　業務全般の実情把握
ア．法令等の遵守状況
・　関係法令の遵守状況、遵守体制の整備状況・実効性の確認
・　契約書・官庁等への届出書・報告書その他の記録の閲覧
イ．内部統制システムの整備状況
・ 事業所組織、制度、規定等の整備・運用状況の把握
・ 内部監査部門等の監査対応状況の確認
・ 決裁書類、報告書、その他の記録の閲覧
ウ．経営方針の浸透状況・経営計画等の進捗状況
・ 経営方針の浸透状況・経営計画等の進捗状況
・ 取締役会等重要会議の決議・報告事項、決裁事項の実施状況の確認
エ．財産の調査(金銭、有価証券、製品、原材料、設備・備品、固定資産等)

・財産の取得、保全、運用、売却、除去、廃棄等が法令及び社内規定に従い、適正に処理されているかの確認
・ 財産の棚卸立ち会いによる実存性確認、遊休資産の管理状況の確認
オ．取引の調査
カ．当該事業所での取引の実情の調査
・前項において、重要又は異常な取引等について、法令・定款違反のおそれの有無、重大な損失発生のおそれのある事実の有無の調査
キ．情報管理の調査
・文書、規定類、重要な記録その他の重要な情報の整備・保存・管理状況の調査
このように、監査意見を形成する上で、業務処理が適切に行われているか、会社の資産及び負債を適切に管理しているか調査し、十分に事実・実態を確かめることで監査意見の合理的根拠を固めておかなければならない。
③　取締役会その他重要な会議への出席・意見陳述
④　代表取締役との会合
⑤　重要書類の閲覧
⑥　競業取引・利益相反取引等の調査と適法性の確認
⑦　計算関係書類に関する監査
　　　     

　会計監査人設置会社以外の会社の監査役は、計算関係書類を監査し、監査報告を作成する。会計監査人設置会社では、監査人が、計算関係書類を監査し、会計監査報告を作成する。監査役は、計算関係書類を監査し、会計監査人の職務の遂行を監視・検証し、その監査の方法と結果の相当性を判断し、監査報告を作成する。
会計監査人による監査の方法又は結果が相当でないと判断した場合は、独自に会計監査を遂行するとともに、会計監査人の解任を検討することになる。
「会計監査」は次の事項に関する監査である。
ア．会計帳簿に記載すべき事項に記載漏れや不実の記載がないか
イ．会計帳簿に営業上の財産とその価額が正しく記載されているか
ウ．計算書類が会計帳簿に基づいて正確に作成されているか
エ．計算書類が法令に従い会社の財産、損益の状況を正しく表示しているか
オ．計算書類に関する会計方針の変更が相当か
カ．附属明細書（会計に関する部分）に記載すべき事項に記載漏れや不実の記載又は計算書類の記載と合致しない記載がないか
監査対象部門から監査のための報告・聴取は、監査役が取締役の職務執行を監査する上で､基本となるものである。したがって、その内容を調書として文書化しておくことは､監査結果のまとめ、さらには監査報告作成の基礎となる。
また､監査調書は､監査役が監査対象部門から報告・聴取を受けた内容に対して、指摘や勧告・助言を行った内容を監査対象部門にフィードバックする意義もある。すなわち､監査役が指摘や勧告・助言をした点を、書面によって監査対象部門に知らしめることによって、監査対象部門の課題認識となり、また次回の監査において、改善の状況を監査役としても再確認できることに繋がる。
さらに、業務担当取締役が会社に損害を与えたとして､監査役に対して株主から損害賠償請求の訴訟提起が行われた場合、当該取締役の違法行為の有無、違法行為と会社の損害との相当因果関係の有無について、監査役監査の結果を改めて検証することになる。この場合、監査役監査の調書が整備され、かつ備置きされていれば、株主による提訴請求に対する監査役の考慮期間において、監査役の調査の際にも参考の一つとなるであろう。逆に､監査調書が不存在である場合、また記載内容の信憑性に疑義がある場合には､監査役として改めて適切な調査を実施する必要が出てくる。
２．期中の監査調書の監査方法による分類
期中の具体的な監査活動には、次のようなものがある。
· 監査役会の開催
· 重要会議（取締役会、経営会議等）への出席
· 代表取締役との会合
· 重要書類の閲覧
· 役職員からの報告聴取（任意報告の受領）
· 実地調査（往査）の実施
· 競業取引および利益相反取引等の監査
· 自己株式の取得・処分等、剰余金の配当の監査
· 会社法内部統制システムに係る監査
· その他、監査役の職務を適切に遂行するための意思疎通、情報収集等
· 子会社監査役との連携
· 内部監査部門との連携
· 会計監査人との連係
· 三様監査会議
· 顧問弁護士との連携
· 内部通報制度
· 総務部門・法務部門よりの報告体制の整備
· 会計監査人からの報告聴取、意見交換（随時）
· 会計監査人からの監査計画の報告受領
· 四半期報告書（半期報告書）レビュー説明聴取
· 会計監査人の実証手続きへの同行・立会
· 会計監査人からの報告聴取、意見交換（随時）
上記の監査活動は、監査調書などの証拠によって立証される。
期中の監査調書については、監査方法によって大きくいくつかに分類することが説明する上で便利である。監査方法で監査調書の形式が異なるからである。ヒアリングによって行なわれる場合、例えば、往査や役職員からの報告聴取、会計監査人との連係などの監査調書は、第２章第１節２．(2)記載内容で挙げた項目を記述したものになる。会議への出席の場合、例えば、監査役会や取締役会への出席などでは、その会議の議事録が監査調書となる。
以下では、期中の監査活動を監査方法で次の３つに分け、それぞれの監査調書について述べる。
· 主にヒアリングによって監査が行われる場合の監査調書
· 会議の出席による監査の監査調書
· 書類閲覧による監査の監査調書
なお、監査方法がどのようなものであれ、考えておかなくてはならないことがある。会社法の内部統制システムの監査である。
期中における会社法内部統制システムの監査は、日頃の監査活動を通じて行なうことになる。重要な会議に出席し、代表取締役や役職員との面談を行い、往査を実施することで内部統制システム構築・運用についての取組状況を監査する。その意味では、全ての監査活動において作成される監査調書が内部統制システムにつながっているといえる。そのことを明確にするために、工夫のひとつとして、ヒアリングによる監査役監査の監査調書に内部統制システムに関する質問事項を入れておくことなどが考えられる。
３．主にヒアリングによって監査が行われる場合の監査調書
監査方法として、主にヒアリングによる監査には次のようなものがある。
· 実地調査（往査）の実施
· 役職員からの報告聴取（任意報告の受領）
· 自己株式の取得・処分等の監査
· 子会社監査役との連携や内部監査部門との連係など、監査役の職務を適切に遂行するための意思疎通、情報収集等
· 会計監査人からの報告聴取、意見交換
上記の監査活動はそれぞれ、主にヒアリング、面談、報告聴取によって監査を行うが、それだけでなく、現地視察などを含めた実査、重要書類の閲覧等の方法も実施して状況を調査・確認する。
なお、重要会議の出席や重要書類の閲覧等でも、何か問題があれば担当取締役や役職員へのヒアリングが行なわれる。
これらの監査活動についての監査調書は、監査役の監査調書としてイメージされるものの代表的なものである。この種の監査調書は、第２章第１節２．(2)記載内容で例示した項目について記述されている必要がある。
以下に、主にヒアリングによる監査で作成する監査調書の代表例として実地調査（往査）の監査調書について述べる。往査以外のヒアリングによる監査の監査調書については、往査の監査調書に準じる。
(1) 往査調書の内容
1 具体的記載内容
ア. 監査実施年月日
イ. 監査開始時刻・終了時刻
ウ. 監査対象部門、対応者（面談者）
エ. 監査実施監査役名
オ. 報告聴取の内容と実施した監査方法（報告聴取・資料閲覧・立会・視察等）
カ. 監査結果および指摘事項並びに所見等
キ. 監査意見形成の過程・理由等
ク. その他補足説明
2 報告・伝達・情報共有する先
監査役は、実施した往査について監査役会で報告し、監査役間での情報共有を行なう。また、往査の結果はとりまとめて執行部門に報告する。
3 監査報告（日本監査役協会のひな型）のどの部分と対応するか
監査の方法及びその内容の「…　、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。…」と対応する。
4 様式例
国内事業所への往査調書の様式例として次のようなものがあるが、さまざまな様式例として、監査業務支援ツールのツールＮｏ．Ｃ の期中業務「実地調査（往査）」関連ツールなどが参考になる。
【監査調書 １】　往査調書

  №○○○                                                                                                                                          

	 eq \o\ad(対象部署,　　　　　)
	○○　支店

	 eq \o\ad(日時,　　　　　)
	 平成××年××月××日 (× ) 

	 eq \o\ad(応答者,　　　　) 
	○○取締役支店長

○○部長　○○部長　○○総務部長　○○財務部長
○○企画室長　○○監査室長　
	監査役
	△△監査役

 （○○）

	監査結果
	特記すべき事項は認められなかった



	監査項目及び状況
	１．リスクと課題について 

２．各種法令・定款の遵守状況について
３． ○○確保の取組み状況について
４．顧客サービスの状況について
５．グループマネジメント強化への取組み状況



出所：日本監査役協会電子図書館「監査業務支援ツール」、C　期中業務「実地調査（往査）関連ツール」、C-6　国内事業所往査　監査調書1　＜http://www.kansa.or.jp/support_tool/tool_c.html＞。
(2) スタッフの業務
· スタッフが往査に同行する場合は、スタッフが往査調書の素案を作成することが多い。スタッフが作成していない会社では、監査役の監査の実効性を高めるためにも、素案を作成することを検討してはどうか。
· 往査を行なった監査役が、往査内容や自身の意見などを監査役会に報告し、情報の共有化を図ることができるように、スタッフは往査報告の件を監査役会の議題に入れ、その資料として往査調書を用意する。
· 作成した往査調書は、往査で使用された資料とともに保管・管理する。
(3) 参考
　　往査以外のヒアリングによる監査の監査調書については、基本となる監査内容や記載項目が往査調書とほぼ同様となる。したがって、それらの監査調書は、往査の監査調書に準じて作成すればよいが、役職員からの報告聴取や会計監査人からの報告聴取などの監査調書の様式例として次のようなものがある。
【監査調書 ２】　○○年度　ヒアリング実施記録
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４．会議の出席による監査の監査調書
監査役が出席する会議には、
· 監査役会
· 重要会議（取締役会、経営会議等）
· 代表取締役との会合
などがある。
(1) 会議に関する監査調書
会議に関する監査調書としては、会議の議事録がある。とりわけ、監査役会は各監査役が意見形成を行う会議であることから、議事録には監査役の発言を含む議事の詳細を記述することが必要である。
会議の議事録以外に監査調書となり得るものとして、各監査役が作成する会議メモなどもある。議事録の記述形式は会社によって様々なレベルのものがある。会議の議事録が簡潔なものの場合で、かつ、監査役が自身の発言を残しておきたいときは、監査役自身で備忘録としてメモを作っておくことが有効であろう。それを議事録に添付してもらうこともできるかもしれないし、できない場合でも監査調書として保管しておけば、監査活動の証拠となる。
(2) スタッフの業務
・監査役会については議事録案を作成する。
・監査役会議事録には各監査役に記載内容の確認および署名・押印を求め、会議で使用された資料をセットにした上で保管する。議事録を電磁的記録で作成する場合は、各監査役に電子署名を依頼する。
・監査役会議事録は、監査役会の開催日から10年間本店に備え置く。
５．書類閲覧による監査の監査調書
監査活動として「重要書類の閲覧」がある。監査役は、重要書類を閲覧し、必要に応じて取締役等に説明を求め、また助言・勧告を行なう。重要書類には、取締役会議事録、りん議決裁書、その他の書類等があるが、ここでは、監査調書としてのりん議決裁書の閲覧の調書について説明する。
(1) りん議決裁書の閲覧の調書
1 りん議決裁書の閲覧調書の内容
りん議決裁書に関し、内容・手続きにルール違反がないかどうかを確認する調書。
2 具体的記載内容
ア. 書類名
イ. りん議番号等
ウ. りん議に関する属性情報
エ. 監査項目
オ. 監査項目の監査結果
カ. 所見等
キ. その他補足説明
3 報告・伝達・情報共有する先
ア.担当監査役は監査役会で報告し、監査役間での情報共有を行なう。
イ．取締役会議事録自体に修正すべき点があれば、それを事務局に伝える。
4 監査報告（日本監査役協会のひな型）のどの部分と対応するか
監査の方法及びその内容の「…　、重要な決裁書類等を閲覧し、…」と対応する。
5 様式例
様式例として、監査業務支援ツールのツールＮｏ．Ｂ－８「りん議決裁事項一覧」などがある。
(2) スタッフの業務
・スタッフが監査役の代行として、あるいは監査役の指示を受けてりん議決裁書を閲覧する場合は、スタッフがりん議決裁書の閲覧調書を作成する。閲覧の結果は監査役に報告し、問題があった場合には、監査役とともに調査・面談・取締役会への報告の準備などを行なう。
・閲覧の結果および問題があった場合の処置について監査役会に報告し、情報の共有化を図ることができるように、スタッフは報告事項を監査役会の議題に入れ、その資料として閲覧調書などを用意する。
・作成した閲覧調書は、関係する資料とともに保管・管理する。
第4節　期末における監査調書
１．期末の監査活動と監査調書
　　期末監査は、事業年度終了後から株主総会までに行われる監査である。期中監査が、事業年度を通じて、法令遵守やリスク管理を中心とした日常的監査が中心であるのに対し、期末監査は、決算関係や定時株主総会関係の監査である。具体的内容としては、計算関係書類並びに事業報告及びその附属明細書（以下、事業報告等という。）に関する会計監査及び業務監査、株主総会の議案及び株主総会に至るまでの監査日程とその手続き関係の監査である。
ア．株主総会議案の監査
イ．株主総会に至るまでの監査日程及び手続きの適法性監査
ウ．決算短信の監査
エ．事業報告等の監査
オ．計算関係書類等の監査
カ．会計監査人の監査結果の相当性監査
キ．有価証券報告書の監査
ク．内部統制報告書の監査
　　すべての監査役は、事業報告等および計算関係書類を受領したときは、期末監査を行った上で、監査報告を作成しなければならないとされており(施規129条1項、計規122条)、監査役の監査報告は監査役が１年間の監査活動を通じて、監視･検証したことに関する総合的な意見表明の手段となっている。そのためには、期中および期末監査活動の内容・結果に関する情報を整理・総括した年間監査活動の報告書を作成しておくことが望ましい。その記載内容は監査活動全般について、監査日、監査対象部門、監査対象者、監査内容、重点監査項目、往査者、監査方法、結果等を整理・要約して記載し、監査の結果（問題の有無）を明記することが重要ポイントである。
２．業務監査
(1) 事業報告等の監査
監査役会は、監査役会の監査報告書に「２．監査の結果」「（１）事業報告等の監査結果」「一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。」と意見表明するために、事業報告等が添付してある招集通知（広義）のドラフトを入手し、各監査役の監査活動を踏まえて事業報告の内容を【監査調書３】でチェックし監査意見を表明する。
【監査調書３】平成23年度事業報告監査調書
	監査項目
	監査結果

	事業報告
（平成23年4月1日から平成24年3月31日まで）
	

	１．企業集団の現況
（１）当事業年度の事業の状況
	

	　①　事業の経過及び成果
	□

	　②　設備投資の状況
・
・
	□

	（２）財産及び損益の状況の推移
	□

	２．会社の現況
（１）株式の状況（平成24年３月31日現在）
	□

	（２）新株予約権等の状況（平成24年３月31日現在）
　　該当事項はありません。
	□

	（３）会社役員の状況
	□

	（４）会計監査人の状況
	□

	（５）業務の適正を確保するための体制
	□

	（６）会社の支配に関する基本方針
	□

	事業報告に関する附属明細書（施規128）
（原則）事業報告の内容を補足する重要事項
1． 会社役員の他社の業務執行取締役、執行役等で重要な兼職に該当する場合には兼務状況の明細及び他社の事業が会社と同一の部類ものである時はその旨を付記
	適法

	１．監査意見　：　事業報告は適正と認める。
２．承認（於監査役会）2012年（平成24年）５月○○日
常勤監査役     ○　○　○　○　　　　　　印
同 　　　　□　□　□　□　　　　　　印
監　査　役 　　△　△　△　△　　　　　　印
同 　　　　△　△　△　△　　　　　　印


(2) 会社法内部統制システムに係る監査
監査役会は、監査役会の監査報告書に「２．監査の結果」「（１）事業報告等の監査結果」「三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。」と意見表明するために、各監査役の年間の監査活動履歴が内部統制システムの相当性を判断する証拠となる。監査役の監査活動を分類整理し【監査調書４】に取り纏め監査意見を表明する。
【監査調書４】平成23年度内部統制構築・運用監査調書





　　作成日：2012年（平成24年）5月○○日
1． 承認（於監査役会）2012年（平成24年）　５月23日
2． 監査意見：下記、根拠資料・発見・検討事項等により、内部統制システムは相当と認める。
常勤監査役     ○○　○○　　　印
常勤監査役 　　○○　○○　　　印
監　査　役 　　○○　○○　　　印
監　査　役 　　○○　○○　　　印
	実施時期/

実施項目
	監査目的
	監視・検証内容
	相当性判断（レ）
	根拠資料・発見・検討事項

	
	
	
	YES
	NO
	N/A
	

	平成23年３月下旬/

内部統制システムの基本方針
	・執行部門に対し、今期事業年度における内部統制システムの基本方針について取締役会で報告するよう要請
	・今期事業年度における内部統制システムの基本方針の変更有無については、３月末時点において取締役会で報告するよう執行部門に要請したか？
（留意点：
①内部統制システムの基本方針の変更有無については、当該取締役会でなく、以後の取締役会で適宜変更した基本方針を付議することもあり得る。
	レ
	
	
	· 平成23年3月28日（月）第○○1回取締役会 報告事項「第○○期財務報告に係る内部統制の評価基本計画について」の説明を、○○常務から監査役全員が聴取した。

	平成23年５月下旬/

リスク・アプローチ
	・リスクの洗い出し
	・内部統制部門などとの適切な連携を経て、リスク・アプローチの観点から検証したか？
	レ
	
	
	· 平成23年5月25日（水）第○○回取締役会 報告事項　「2011年度リスクカタログについて」の説明を、○○常務から監査役全員が聴取した。

	平成23年９月上旬～平成24年５月下旬/

内部統制部門等との連携
	・内部統制システムの実効性向上のため内部統制部門等と十分な意見交換等の実施
	・監査役と内部統制部門等とが各々実効性のある監査を行い、かつ監査対象部門の重複を回避するために、予め相互に十分な意見交換を行ったか？
（留意点：
①当該意見交換に当たっては、以下の点を考慮する。
ⅰ）監査の内容、実施時期、方法
ⅱ）当期の重点監査ポイントの確認等
②事業年度に合わせた（４月～翌３月）監査計画を作成している場合は、４月に意見交換を実施する。
	レ
	
	
	· 平成23年9月2日（金）○○、○○監査役が内部統制部○○部長から財務報告に係る内部統制の評価範囲について説明を聴取した。


	
	
	③上記協議に当たっては、リスクの大小に応じて適切に監査資源を配分しているか、監査担当者の専門性、業務経験等を考慮して適切に監査チームが編成されているかなど、内部統制部門が行う監査の効率性と品質向上に留意する。
④内部統制部門とは定期的に意見交換等の場を設定し、当該監査の実施状況等について適切かつ十分に報告を受けることが望ましい）
	
	
	
	

	平成24年５月下旬/


	
	・整備に係る基本方針や構築・運用状況に関する監査の方法及び結果を、監査役会監査報告書に記載したか？
（留意点：監査報告書の記載に当たっては、株主に対する説明責任を果たす観点から、監査の実態を正確に反映し、かつ監査の信頼性が正確に判断できるよう、表現上工夫することが望ましい（例文案を参照）。仮に、協会のひな型に近い文言となった場合でも、株主総会での想定質問において、説明責任が果たせるように準備をする）
	
	
	
	

	平成24年５月下旬/


	
	・事業年度末において財務報告内部統制に「開示すべき重要な不備」が是正されずに残った場合、当該「開示すべき重要な不備」を是正しない状態であることが「取締役の職務の遂行に関し、不正な行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実」に該当する場合には、その旨を監査役会監査報告書に記載したか？

	レ

	
	
	· 第○○期事業年度　監査役会の監査報告書に下記を記載
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　　・・・整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、・・・意見を表明いたしました。

	平成24年５月下旬/

監査役会監査報告書を提出
	
	・各監査役の監査報告書を提出
・監査役会の監査報告書を提出
	レ
レ
レ
	
	
	２．監査の結果
三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
· 「開示すべき重要な不備」は無かった。
· 平成24年5月23日（水）『各監査役の監査報告書』を備置のために○○総務部長に提出した。
· 平成24年5月23日（水）『監査役会の監査報告書』を○○代表取締役社長及び○○○監査法人に提出した。


以　上

３．会計監査
期末時に、監査役が行う会計監査の監査調書を紹介する。
(1) 計算関係書類の受領及び監査
会計事項は、会計監査人を選任した会社では原則として会計監査人の分担事項である。しかし、監査役は会計監査人の監査の経過と結果に対して相当性を意見表明する。このため計算書類、連結計算書類に対しても必要と思われる監査を行わなければならない。
主な監査対象を列挙してみると、
1 貸借対照表(及び連結貸借対照表)

2 損益計算書(及び連結損益計算書)

3 株主資本等変動計算書(及び連結株主資本等変動計算書)
4 個別注記表(及び連結注記表)
5 計算書類に係る附属明細書
6 分配可能額の算定
7 連結キャッシュフロー計算書　　がある。
監査役は、下記調書を用いてチェックし監査意見を表明する。
【監査調書５】平成23度貸借対照表・損益計算書・決算短信監査調書
【監査調書６】平成23年度株主資本等変動計算書監査調書
【監査調書７】平成23年度個別注記表監査調書
【監査調書８】平成23年度計算書類に係る附属明細書監査調書
【監査調書９】平成23年度連結貸借対照表・連結損益計算書監査調書
【監査調書10】平成23年度連結株主資本等変動計算書監査調書
【監査調書11】平成23年度連結注記表監査調書
【監査調書12】分配可能額の算定チェック表
【監査調書13】平成23年度 連結キャッシュフロー計算書監査調書
【監査調書５】平成23度貸借対照表・損益計算書・決算短信監査調書
	監　査　項　目
	監査結果

	I 貸借対照表
1． 継続性
会計処理等に関して継続性の変更があったか。
2． 前年同期との科目別比較
1 貸借対照表の全科目につき前期と比較して金額差額の大きいものの理由を聞いたか。
2 ①のうち先行き業績等に重大な影響を与える恐れのあるものはないか。
3 重要な後発事象はないか。
	変更なし　　あり
聴取した　しない
（５月11日臨時取締役会）
ない　　　ある
ない　　　ある

	8． 資本準備金等減少
資本準備金減少差益、自己株式処分差益等は純資産の部に「資本剰余金」を設け、更に「その他資本剰余金」の中に計上されているか。
9． 会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準（過年度遡及会計）
過年度遡及修正は適正に行われているか。
	適法　　　　不適
適正　　　　不適


	II 損益計算書
1． 継続性
会計処理等に関して継続性の変更があったか。
2． 前年同期との科目別比較
(1) 損益計算書の全科目につき金額の比較を行い、差額の大きいものにつき説明を受けたか。
(2) 先行き業績に重大な影響を与える恐れのある後発事象はないか。
	該当なし　　あり
聴取した　しない
（５月11日臨時取締役会）
ない　　　ある

	III 算短信関係の意見聴取
決算短信における翌期の決算数値につき、その根拠となる市場見通し、消費動向、原料市況動向、社会情勢等に関する意見を聴取したか。
	聴取　　　　なし
（５月11日臨時取締役会）

	１．監査意見　：　貸借対照表・損益計算書は相当と認める。
２．承認（於監査役会）2012年（平成24年）５月23日
常勤監査役     ○　○　○　○　　　　　　印
同 　　　 □　□　□　□　　　　　　印
監　査　役 　　△　△　△　△　　　　　　印
同 　　　 △　△　△　△　　　　　　印


【監査調書６】平成23年度株主資本等変動計算書監査調書
	監　査　項　目
	監査結果

	1. 株主資本等変動計算書は株主資本、評価・換算差額等、新株予約権に区分表示されているか。
2. 株主資本は資本金、新株式申込証拠金、資本剰余金、利益剰余金、自己株式、自己株式申込証拠金に区分表示されているか。
	適法　　不適
（新株予約権は無い）
適法　　不適
（新株式申込証拠金、自己株式申込証拠金は無い）

	13. 資本金、準備金、その他の剰余金につきその増加、減少において資本取引と損益取引の混同はないか（計規26～29）。
	適法　　不適

	１．監査意見　：　株主資本等変動計算書は相当と認める。
２．承認（於監査役会）2012年（平成24年）５月23日
常勤監査役     ○　○　○　○　　　　　　印
同 　　　 □　□　□　□　　　　　　印
監　査　役 　　△　△　△　△　　　　　　印
同 　　　 △　△　△　△　　　　　　印


【監査調書７】平成23年度個別注記表監査調書
	監　査　項　目
	監査結果

	1． 継続企業の前提に関する注記（計規100）
1 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象（以下、当該事象という）又は状況が存在する旨及びその内容
2． 重要な会計方針に係る事項に関する注記（計規101）
1 有価証券の評価基準及び評価方法
2 デリバティブ取引
	該当なし
適法　　不適
適法　　不適

	9． 貸借対照表等に関する注記（計規103）
10． 損益計算書に関する注記（計規104）
11． 株主資本等変動計算書に関する注記（計規105）
12． 税効果会計に関する注記（計規107）
13． リースにより使用する固定資産に関する注記（計規108）
14． 金融商品に関する注記（計規109）
15． 賃貸等不動産に関する注記（計規110）
16． 持分法損益等に関する注記（計規111）
	適正　　不適
適正　　不適
適正　　不適
適正　　不適
適正　　不適
適正　　不適
適正　　不適
適正　　不適

	1． 監査意見　：　個別注記表は相当と認める。
2． 承認（於監査役会）2012年（平成24年）５月23日
常勤監査役     ○　○　○　○　　　　　　印
同 　　　 □　□　□　□　　　　　　印
監　査　役 　　△　△　△　△　　　　　　印
同 　　　 △　△　△　△　　　　　　印


＊印は連結注記表作成会社の場合注記は不要
【監査調書８】平成23年度計算書類に係る附属明細書監査調書
	監　査　項　目
	監査結果

	1． 基本的な監査項目（計規117）
1） 有形固定資産及び無形固定資産の明細
2） 引当金の明細
3） 販売費及び一般管理費の明細
2． 公開会社における１以外の監査項目（計規117①四）
1） 貸借対照表の重要な補足事項
2） 損益計算書の重要な補足事項
3） 株主資本等変動計算書の重要な補足事項
4） 注記表の重要な補足事項
5） 計算規則112条1項ただし書により省略した事項
6） 販売費及び一般管理費の明細のうち旧省令133条に規定された項目は内容の重要性に鑑み別途監査を行う（競業取引・無償利益供与等監査実施要領、調書参照）。
	適法　　不適
適法　　不適
適法　　不適
該当なし
該当なし
該当なし
該当なし
該当なし
取締役職務執行確認書


	１．監査意見　：　計算書類に関する附属明細書は相当と認める。
２．承認（於監査役会）2012年（平成24年）５月23日
常勤監査役     ○　○　○　○　　　　　　印
同 　　　 □　□　□　□　　　　　　印
監　査　役 　　△　△　△　△　　　　　　印
同 　　　 △　△　△　△　　　　　　印


【監査調書９】平成23年度連結貸借対照表・連結損益計算書監査調書
	監　査　項　目
	監査結果

	I 連結貸借対照表
1． 少数株主持分
1 少数株主持分がある場合、純資産の部に「少数株主持分」の科目で区分記載されているか。
2． 取立不能見込額
1 金銭債権等につき取立不能のおそれがある場合、その取立不能見込額は控除形式で記載されているか。
	区分掲記
控除形式記載
（貸倒引当金等）

	8． 繰延税金資産等
繰延税金資産及び繰延税金負債は適正に計上されているか。
	適正　不適

	II 連結損益計算書
1． のれん償却額等
1 資産の部に計上されたのれん償却額と負債の部に計上されたのれん償却額と相殺した場合、その差額は販売費及び一般管理費又は営業外収益として記載されているか。
2 持分法による投資利益と投資損失が生じた場合、その相殺差額は営業外収益又は営業外損失として記載されているか。
2． 特別損益
1 特別損益の部には固定資産売却益等の内容を示す適当な科目を付した記載がなされているか。
3． 当期純利益（又は純損失）
1 税金等調整前当期純利益金額（又は純損失金額）の後には次の記載がなされその加減した額が当期純利益金額（又は純損失金額）として表示されているか。
（i） 法人税その他の税の額
（ii） 法人税等調整額
（iii） 税金等調整前当期純利益金額（又は純損失金額）の少数株主持分の額
	重要性が乏しいため記載省略
重要性が乏しいため記載省略
適法記載　不適
適法記載　不適


	１．監査意見　：　平成23年度連結貸借対照表および連結損益計算書は相当と認める。
２．承認（於監査役会）2012年（平成24年）５月23日
常勤監査役     ○　○　○　○　　　　　　印
同 　　　 □　□　□　□　　　　　　印
監　査　役 　　△　△　△　△　　　　　　印
同 　　　 △　△　△　△　　　　　　印


【監査調書10】平成23年度連結株主資本等変動計算書監査調書
	監　査　項　目
	監査結果

	1． 連結株主資本等変動計算書は株主資本、その他の包括利益累計額、新株予約権、少数株主持分に区分表示されているか。
2． 株主資本は資本金、新株式申込証拠金、資本剰余金、利益剰余金、自己株式、自己株式申込証拠金に区分表示されているか。
3． ２の自己株式は次の①と②の合計になっているか。
1 会社が所有する自己株式の帳簿価額
2 連結子会社、持分法を適用する非連結子会社および関連会社が保有する当該会社の株式の帳簿価額の内持分に相当する額
	適法　　不適
（新株予約権は無い）
適法　　不適
（新株式申込証拠金、自己株式申込証拠金は無い）
適正　　不適

	12． 剰余金の配当は分配可能額の範囲内に収まっているか。
13． 剰余金の配当により減少した剰余金がある場合、準備金の額が基準資本金（資本金×１／４）に達していれば準備金の積立額は０、達していない場合は、①基準資本金－準備金既積立額と、②会446条6号の額×１／10のいずれか少ない額を資本準備金又は利益準備金として計上しているか（会445、計規22）。
	適法　　不適
適法　　不適
（資本金×１／４）に達している

	１．監査意見　：　連結株主資本等変動計算書は相当と認める。
２．承認（於監査役会）2012年（平成24年）５月23日
常勤監査役     ○　○　○　○　　　　　　印
同 　　　 □　□　□　□　　　　　　印
監　査　役 　　△　△　△　△　　　　　　印
同 　　　 △　△　△　△　　　　　　印


【監査調書11】平成23年度連結注記表監査調書
	監　査　項　目
	監査結果

	1． 継続企業の前提に関する注記（計規100）
1 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象（以下、当該事象という）又は状況が存在する旨及びその内容
2 当該事象又は状況を解消し、又は改善するための対応策
3 当該重要な不確実性が認められる旨及びその理由
4 当該重要な不確実性の影響の連結計算書類への反映の有無
2． 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記（計規102）
	該当なし
該当なし
該当なし
該当なし


	8． 重要な後発事象に関する注記（計規114）
1 重要な後発事象とは事業年度末日後、翌事業年度以降の財産又は損益に重要な影響を及ぼす事象をいう。
2 連結注記表における重要な後発事象とは事業年度末日後、連結会社並びに持分法適用の非連結子会社、関連会社の翌事業年度以降の財産又は損益に重要な影響を及ぼす事象をいう。ただし会社の事業年度末日と異なる事業年度末日の子会社及び関連会社については当該子会社等の事業年度末日後に発生した当該事象とする。
9． その他の注記（計規116）
前期の他貸借対照表等、損益計算書等及び株主資本等変動計算等より企業集団の財産又は損益の状態を正確に判断するために必要な事項
	②下記
適正　　不適
適正　　不適

	１．監査意見　：　連結注記表は相当と認める。
２．承認（於監査役会）2012年（平成24年）５月23日
常勤監査役     ○　○　○　○　　　　　　印
同 　　　 □　□　□　□　　　　　　印
監　査　役 　　△　△　△　△　　　　　　印
同 　　　 △　△　△　△　　　　　　印



[image: image2.emf]【監査調書12】分配可能額の算定チェック表

参考：会社法における会計監査の実務対応（平成19年1月12日付日本監査役協会資料29頁）

項　目 構　成　内　容 参照条文

１．剰余金 期末日の剰余金の額＝（その他資本剰余金０千円＋その他利益剰余金Ｘ，ＸＸＸ，ＸＸＸ千円）　　　＝Ｘ，ＸＸＸ，ＸＸＸ千円 ＋

法461②一、446一、計177

２．自己株式 ① 期末日に保有している自己株式の帳簿価額　 Ｘ，ＸＸＸ，ＸＸＸ千円 △

法461②三

② 期末日後に取得した自己株式の帳簿価額　　　　　　　　　千円 △

法461②三

③ 期末日後に処分・消去した自己株式については、最終的には相殺されて影響なし

法446二、五、461②一、三、四

３．臨時決算 ① 臨時決算期間の当期純損益額 → 益はプラス、損はマイナス　　　　　　　　　千円　　　　　＝ ±

法461②二イ、②五、計184、185

② 臨時決算期間内に処分した自己株式の対価額　　　　　　　　　　　　　　　　　  千円　　　　  ＝ ＋

法461②二ロ

４．剰余金の ① 期末日後に資本金・準備金を減少して剰余金とした場合　　　　　千円 ＋

法446三、四、法461②一

　変動 ② 　　　　　　　 剰余金を減少して資本金・準備金とした場合　　　　　千円 △

計178一、二、法461②一

③ 　　　　　　 　剰余金の配当をした場合　　（配当額　　　　千円＋準備金計上額　　　　　千円） △

法446六、445④、計規46、45

５．のれん等 Ａ：のれん等調整額（のれん÷2＝　　　　　千円＋繰延資産　　　　　千円）＝　　　　　千円

法461②六、計186一イ

　調整額 Ｂ：資本等金額　　　（資本金　　　　　　　　 千円＋準備金　　　　　　 千円）＝　　　　　千円

法461②六、計186一イ

Ｃ：その他資本剰余金　　　　　　　　　　　　 千円

① Ａ≦Ｂ　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 → 控除額＝ 0

法461②六、計186一イ

② Ａ≦（Ｂ＋Ｃ）　　　　　　　　　　　　　　　　→ 控除額＝（Ａ　　　　千円－Ｂ　　　　 千円）　　　　 ＝ △

法461②六、計186一ロ

③

 Ａ＞（Ｂ＋Ｃ）∧のれん÷2≦（Ｂ＋Ｃ）　→ 控除額＝（Ａ　　　　千円－Ｂ　　　　千円）　　　　 ＝

△

法461②六、計186一ハ(1)

④

 Ａ＞（Ｂ＋Ｃ）∧のれん÷2＞（Ｂ＋Ｃ）　→ 控除額＝（Ｃ　　　　千円＋繰延資産　　　　千円）＝

△

法461②六、計186一ハ(2)

６．連結規制 連結配当規制適用会社を選択適用した場合

計186四

（Ａ連結剰余金の額　　　千円＜Ｂ単体剰余金の額　　千円－Ｃ子会社から取得した自己株式　　千円）の場合：　Ｂ－Ｃ－Ａ＝△

Ｂ単体剰余金の額＝株主資本の額　　千円－その他有価証券評価差額金(注１)　　千円－土地再評価差額金（注１）　　千円

－のれん等調整額(注２)　　千円　＝　　　　　　

Ｃ子会社から取得した自己株式の額＝最終事業年度末日後に子会社から親会社自身の株式を取得した場合の子会社における簿価　　千円

×子会社に対する持株比率　　％　＝　　　

Ａ連結剰余金の額＝株主資本の額　　千円－その他有価証券評価差額金(注１)　　千円－土地再評価差額金（注１）　　千円

－のれん等調整額(注３)　　千円　＝　　　

７．評価差額金

期末日の（その他有価証券差額損　  千円＋土地再評価差額損　　　　千円）　　　　　　＝

△

計186二、三

８．300万円

（資本等金額＋新株予約権の額＋評価・換算差額等(プラスのみ)）の合計額が３００万円に不足する額

△

計186六 

0

法461②

以上

分　　　　配　　　　可　　　　能　　　　　額

千円

（注１）　マイナスの場合のみ

（注２）　のれん等調整額が資本金、資本剰余金、利益準備金の合計を超えているときは、資本金、資本剰余金、利益準備金の合計額

（注３）　のれん等調整額が資本金、資本剰余金の合計を超えているときは、資本金、資本剰余金の合計額

平成24年５月11日開催取締役会決議2011年度（平成23年度）決算の期末配当の件

期末配当金総額Ｘ，ＸＸＸ，ＸＸＸ，ＸＸＸ円

期末配当金総額／分配可能額＝Ｘ，ＸＸＸ，ＸＸＸ千／ＸＸ，ＸＸＸ，ＸＸＸ千＝１．９７％

配当性向＝（ＸＸＸ，ＸＸＸ千＋Ｘ，ＸＸＸ，ＸＸＸ千）／

Ｘ，ＸＸＸ，ＸＸＸ

千＝

＝

Ｘ，ＸＸＸ，ＸＸ

１千／

Ｘ，ＸＸＸ，ＸＸ

０千＝３９．２５％


【監査調書12】で分配可能額の適法性を確認し、監査役会議事録に意見表明する。
	決　議　事　項
第４号議案　期末配当の適法性の件
掲題について、剰余金の配当の適法性を担保するために、【監査調書12】分配可能額の算定チェック表（日本監査役協会 会計委員会 平成19年１月12日付 会社法における会計監査の実務対応 29頁）を用いて検査した旨議長が説明した。
これにより期末配当は適法且つ適正であることを監査役全員で確認した。
よって、剰余金の配当は適法・適正である旨全員一致をもって承認決議した。


【監査調書13】平成23年度 連結キャッシュフロー計算書監査調書
	I 概　要
経理担当取締役から受領した連結キャッシュフロー計算書について監査をおこなった。その経過と結果については次の通りである。
II 監査事項と結果

	監　査　項　目
	監査結果

	1． 基本事項
1 連結キャッシュフロー計算書の税金等調整前当期純利益は損益期計算書の額と一致しているか。
2 営業活動、投資活動、財務活動、換算差額のキャッシュフローの合計額は現金及び現金同等物（注ⅰ）の増加（又は減少）額と一致しているか。
	一致
一致

	2． 営業活動によるキャッシュフロー
1 減価償却費は損益計算書の売上原価、一般管理販売費に含まれている減価償却費の額と一致しているか。
2 のれん（旧連結調整勘定）の償却額は損益計算書の額と一致しているか。
	一致
該当無し

	3． 投資活動によるキャッシュフロー
	

	4． 財務活動によるキャッシュフロー
	

	1． 作成　　2012年（平成24年）　５月23日　連結キャッシュフロー計算書は相当と認める。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当監査役　　　
2． 承認（於監査役会）2012年（平成24年）　５月23日
常勤監査役     ○　○　○　○　　　　　　印
同 　　　 □　□　□　□　　　　　　印
監　査　役 　　△　△　△　△　　　　　　印
同 　　　 △　△　△　△　　　　　　印


（注ⅰ）その他は金額の大きな項目または前期と比較して大きく変動した項目を取り出して原因等を調査する。
(2) 会計監査人からの会計監査報告の受領及び監査／会計監査人の職務の遂行に関する通知の報告受領
監査役会の監査報告書「２．監査の結果」で「会計監査人○○監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。」と意見表明する。
相当性の根拠として、
①
期初に会計監査人から監査方針・計画、監査重点事項についての説明を受けた。
②
期中に補助簿をチェックした。
③
期中及び期末に会計監査人の行う棚卸実査に立ち会った。
④
会計部門から期末決算の説明を受けた。
⑤
会計監査人から期末監査の経過及び結果につき報告を受けた。等がある。
監査役が会計の専門家である会計監査人を監査するというよりは、会計監査人の監査報告に記載されている内容を、監査役が自ら行った監査および監査役が入手している社内情報等との関連性を会計監査人との質疑および意見交換を通して理解することが重要である。これを監査調書に形成し監査意見を表明する。

【監査調書14】平成23年度会計監査人監査報告監査調書
	監　査　項　目
	監査結果

	１．監査実施日程等
監査の実施日数、実施場所等は計画通り行われたか。
２．監査実施手続・結果
監査において監査基準に準拠し通常実施すべき監査手続きを実施しているか又その結果において問題はなかったか。
３．重点監査項目
期初の監査計画に示された売上、売掛金、棚卸在庫、特定の関係会社等の重点監査項目の結果について報告を受け問題はなかったか。
４．その他の事項
１）会計処理・手続等の変更につき報告を受けたか。
２）後発事象の有無につき報告を受けたか。
３）継続企業の前提に係る事項につき報告を受けたか。
４）取締役の法令・定款違反等重大な事実がある場合に、その報告を受けたか。
５）その他重要事項につき報告をうけたか。
1. 独立性及び法令等遵守に関する事項
2. 監査業務契約の受任及び継続の方針に関する事項
3. 監査業務遂行の適正確保に関する事項
4. その他の事項
	行われた
通常の監査手続き実施、問題なし
問題なし
該当なし
該当なし
該当なし
取締役職務執行確認書
取締役職務執行確認書


	1． 監査意見　：　会計監査人○○監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2． 承認（於監査役会）2012年（平成24年）５月23日
常勤監査役     ○　○　○　○　　　　　　印
同 　　　 □　□　□　□　　　　　　印
監　査　役 　　△　△　△　△　　　　　　印
同 　　　 △　△　△　△　　　　　　印


５．監査報告の作成
日本監査役協会から会社法の監査報告に関するひな型が出されているので多くの公開会社はこのひな型に従う。
【監査調書15】監査報告書新旧対照表


　　　2012年４月○○日作成
	第○○期事業年度（ＤＲＡＦＴ）
	第△△期事業年度

	監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第188期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
	監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第187期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

	１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
	１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

	上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
	上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

	２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
　一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
　二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
　三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
　四　事業報告に記載されている株式会社の支配に関する基本方針の内容等については、指摘すべき事項は認められません。
（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人△△△監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（３）連結計算書類の監査結果
　会計監査人△△△監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
	２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
　一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
　二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
　三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
　四　事業報告に記載されている株式会社の支配に関する基本方針の内容等については、指摘すべき事項は認められません。
（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人△△△監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（３）連結計算書類の監査結果
　会計監査人△△△監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

	　　　　　　平成24年５月23日
　　　　　　　○○株式会社　監査役会
　　　　　　　　　　　　　　　　常勤監査役　　
　　　　　　　　　　　　　　　　常勤監査役　　
　　　　　　　　　　　　　　　　社外監査役　　
　　　　　　　　　　　　　　　　社外監査役　　
	　　　　　　平成23年５月24日
　　　　　　　○○株式会社　監査役会
　　　　　　　　　　　　　　　　常勤監査役　　
　　　　　　　　　　　　　　　　常勤監査役　　
　　　　　　　　　　　　　　　　社外監査役　　
　　　　　　　　　　　　　　　　社外監査役　　


６．その他の期末監査活動
(1) 有価証券報告書の監査
【監査調書16】有価証券報告書監査調書
	Ⅰ 概要
監査要領B―に従い有価証券報告書の監査を行ったが,その経過および結果は次のとおりである。
Ⅱ 監査項目と結果

	監　査　項　目
	監査結果

	1． .基本事項
1） 当期の財務諸表および内部統制に関する公認会計士の監査意見は適正意見か。
2） )当期の有価証券報告書等は法定期限(月日)までに内閣総理大臣宛に提出されているか。
3） 有価証券報告書に関する内部統制システムはできているか。
2． 全般的事項
1） 〔企業の概況〕
1 最近5事業年度の経営指標等の推移表からみて連結・単体別に異常な変化はないか。またその原因は何か。
2 関係会社の状況の中で債務超過等の問題のある会社はないか。
2） 〔事業の状況〕
1 当期の業績の概要およびキャッシュフローの状況の中で異常な状況はないか。
2 生産,受注,販売の状況の中で異常な変化はあるか。またその原因は何か。
3 対処すべき課題に対して適切な処置が講じられているか。また前期から継続課題となっている事項はあるか。
4 事業リスクに対して適切な処置が講じられているか。
5 財政状態,経営成績,キャッシュフロー状況分析は適切か。
3） 〔設備の状況〕
1 設備の新設や除却情報に漏ればないか。また有姿除却等はないか。
	無限定適正
法定期限内
6月28日
システム有り
異常なし
なし
異常なし
異常なし
継続課題なし
適切措置
適切
該当なし

	3． 〔その他〕
1） 重要な偶発事象および後発事象はあるか。
2） 内部統制報告書に問題点はあるか。
3） その他の重要事項はあるか。
	なし
なし
なし

	3． 監査意見　：　会計監査人○○監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
4． 承認（於監査役会）2012年（平成24年）６月○○日
常勤監査役     ○　○　○　○　　　　　　印
同 　　　 □　□　□　□　　　　　　印
監　査　役 　　△　△　△　△　　　　　　印
同 　　　 △　△　△　△　　　　　　印


７．株主総会対応
(1) 株主総会提出議案の調査
５月の監査役会で監査役会議事録に決議事項として意見表明する。
	決議事項
第６号議案　第○○回定時株主総会付議事項の件
議長から、６月○○日開催予定の第○○回定時株主総会に提出予定の議案及び書類に関し、会社法第384条の規定に基づき監査役の意見を報告する必要の有無につき各監査役にただしたところ、全員が同書類はすべて適法且つ適正であり、特に報告の必要は無いとの回答があった。
続いて、同総会において監査役の報告を求められた場合は、報告者Ａ監査役とすることとし、また株主から監査役共通の事項に関し質問があった場合の回答者も同監査役を充てることを全員一致をもって承認決議した。


(3) 株主総会出席・調査結果報告
会社は総会の翌日にはＥＤＩＮＥＴに臨時報告書をアップロードするので臨時報告書を閲覧する。
(4) 株主総会終了後手続き監査
①  株主総会議事録の監査
総務部は、総会後遅滞なく「定時株主総会議事録」を作成し役員等に回付する。監査役は内容を確認し押印する。
 おわりに
本報告書を企画、作成するにあたり、執筆メンバーは期末から６月下旬の株主総会の最も忙しい時期に作業が集中したが、忙中に監査役スタッフ業務を深耕する実りある時間を共有出来た。限られた時間のため、今回の監査役の監査調書は拙作であることは否めないが、日々監査証拠の文書化で奮闘している監査役スタッフの経験値、暗黙値を「あるべき姿の監査調書とは如何なるものであればよいか」をテーマに検討を重ね、監査調書の意義、構成要件等を整理のうえ、監査役監査調書の定義について表現した。
本監査調書が経営判断の合理性および内部統制の相当性を担保し、監査役会の監査報告の文言に収斂すれば当初の目的に近づけたと思っている。
参加メンバーおよび日本監査役協会の本部事務局には資料等で様々と助けていただき、誠にありがたく、厚くお礼申し上げる。
最後に、本報告書が監査役の善管注意義務を担保できる支援ツールとして会社の規模、機関設計を問わず、監査役スタッフの員数等にも関わらず、全ての監査役スタッフの一助になれば幸甚である。
以上



























































































































� スタッフは、監査役監査の実効性を確保する存在として会社法施行規則に規定された存在である(同施行規則第100条第5項第3号一により定められたが、実務上、同施行規則が施行される以前からスタッフは存在しており、監査役の職務遂行を補佐してきた) 。今日、企業が健全で持続的な成長を確保するためには、監査役の監査が扇の要となっている。これを補佐する者が監査役スタッフであり、その役割は監査役のそれと軌を一にしている。


� 本報告書において、監査役監査の有効性とは会社や現在株主のためになることをいい、効率性とはある監査方法が同じかまたはより少ない監査資源で、より良い監査証拠につながることを指す。


� 職務と業務の違いについて、鳥羽至英『内部統制の理論と制度』国元書房、85頁。


� 秋月信二「コーポレート・ガバナンスを考える―監査の視点から―」日本監査役協会講演会、2012年1月、20頁、鳥羽至英『財務諸表監査　理論と制度　発展編』国元書房、2009年、160～163頁または大島忠「現場から見た監査役監査と監査環境」日本監査役協会中小規模会社向け講演会、2012年7月、8～10頁参照。


� 秋月信二、前掲（注4）、24頁参照。なお、鳥羽至英『財務諸表監査　理論と制度　応用編』国元書房、2009年、172～173頁でも触れられている。一方で、監査役の監査報告書はなぜ同じような文面の会社が多くなってしまうのかについて、津田進世「監査役監査基準と監査報告―ガラパゴス化する日本の監査役―」日本監査役協会中小規模会社向け講演会、2011年4月、16頁参照。


� 大島忠、前掲（注4）、10頁参照。


� 島村高明「期中監査活動」（高橋均編著『実務解説　監査役監査』学陽書房、2009年、所収）、129頁参照。なお、次の資料も大変参考になる。津田進世「監査調書の作り方」日本監査役協会新任監査役情報交換会、2012年9月。


� 本部スタッフ研究会「『監査役／監査委員スタッフに関するアンケート調査』結果報告」『月刊監査役』、第604号（2012年10月）、125頁、設問35-1を参照のこと。監査環境の整備のポイントについて、大島忠、前掲（注4）、10～12頁参照。


� 鷲田清一「『監査』という仕事」『北海道新聞』、2007年12月6日（夕刊）参照。なお、監査という漢字としての意味に関しては、白川静「監査について」『月刊監査役』、第475号（2003年7月）、54-55頁参照。


� 会社によって呼び方は異なる。


� 会社法監査の主役は監査役である。


� 大阪地方裁判所第25民事部判決「監査法人トーマツに対するナナボシ粉飾決算事例判決」平成16年（ワ）、第4762号（2008年4月18日）、要旨2。


� 「今回の事案で公認会計士が教訓とすべきことは、監査調書のレビューの重要性と監査調書のレビューの難しさであろう」（鳥羽至英「ナナボシ粉飾決算事件訴訟判決の監査上の意義」『月刊監査役』、56-57頁）。


� 平成13年3月にA地区の架空工事スキームで最後の入金があってからは、ナナボシ旧経営陣の説明する架空売上の入金予定時期が同年6月以降、7月、9月と順次遅延していき、取締役会でも監査役を中心にこれを疑問視する声が強まった。 


　平成13年10月上旬、監査役会や被告からT及びIに対して、未回収金の売掛金に関する調査を行うよう要求が繰り返されるようになり、これにTらが応じなかったことから、同年11月15日及び20日、ナナボシ監査役及び被告の公認会計士であるS、JによるA地区の現地調査が行われた。ただし、被告の公認会計士は15日の調査のみに参加した。同調査を通じて、A地区の売上が架空工事によるものであることが発覚した（前掲注（2）、4頁、参照のこと）。


� 「投資者という概念は、現在証券を取得している投資者（たとえば現在株主や現在社債権者）だけでなく、これから株主や社債権者になろうとしている者も含んでいる」（鳥羽至英『財務諸表監査　理論と制度　基礎編』国元書房、2009年3月、136頁）。


� 鳥羽至英『財務諸表監査　理論と制度　発展編』国元書房、2009年3月、174頁。


� 「監査役会監査報告書の本質を考えれば、そこに記載される『監査の結果の区分』は別として、少なくとも『監査の方法の区分』については、監査役会が計画し各監査役が従事した監査の内容がわかるように、できる限り具体的にわかりやすく記載すべきである」（鳥羽至英『財務諸表監査　理論と制度　発展編』国元書房、2009年3月、173～174頁。）。


� 「新任監査役ガイド(第５版)」日本監査役協会、2011年９月11日、86頁
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		【監査調書12】分配可能額の算定チェック表 カンサチョウショ

										参考：会社法における会計監査の実務対応（平成19年1月12日付日本監査役協会資料29頁） サンコウカイシャホウカイケイカンサジツムタイオウヘイセイネンガツニチヅニホンカンサヤクキョウカイシリョウページ

		項　目 コウメ		構　成　内　容 カマエシゲルナイカタチ		千円				参照条文 サンショウジョウブン

		１．剰余金		期末日の剰余金の額＝（その他資本剰余金０千円＋その他利益剰余金Ｘ，ＸＸＸ，ＸＸＸ千円）　　　＝Ｘ，ＸＸＸ，ＸＸＸ千円 センエン		＋				法461②一、446一、計177

		２．自己株式		① 期末日に保有している自己株式の帳簿価額　 Ｘ，ＸＸＸ，ＸＸＸ千円		△				法461②三

				② 期末日後に取得した自己株式の帳簿価額　　　　　　　　　千円		△				法461②三

				③ 期末日後に処分・消去した自己株式については、最終的には相殺されて影響なし						法446二、五、461②一、三、四

		３．臨時決算		① 臨時決算期間の当期純損益額 → 益はプラス、損はマイナス　　　　　　　　　千円　　　　　＝		±				法461②二イ、②五、計184、185

				② 臨時決算期間内に処分した自己株式の対価額　　　　　　　　　　　　　　　　　  千円　　　　  ＝		＋				法461②二ロ

		４．剰余金の		① 期末日後に資本金・準備金を減少して剰余金とした場合　　　　　千円		＋				法446三、四、法461②一

		　変動 ヘンドウ		② 　　　　　　　 剰余金を減少して資本金・準備金とした場合　　　　　千円		△				計178一、二、法461②一

				③ 　　　　　　 　剰余金の配当をした場合　　（配当額　　　　千円＋準備金計上額　　　　　千円）		△				法446六、445④、計規46、45

		５．のれん等		Ａ：のれん等調整額（のれん÷2＝　　　　　千円＋繰延資産　　　　　千円）＝　　　　　千円						法461②六、計186一イ

		　調整額 チョウセイガク		Ｂ：資本等金額　　　（資本金　　　　　　　　 千円＋準備金　　　　　　 千円）＝　　　　　千円						法461②六、計186一イ

				Ｃ：その他資本剰余金　　　　　　　　　　　　 千円

				① Ａ≦Ｂ　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 → 控除額＝ 0						法461②六、計186一イ

				② Ａ≦（Ｂ＋Ｃ）　　　　　　　　　　　　　　　　→ 控除額＝（Ａ　　　　千円－Ｂ　　　　 千円）　　　　 ＝		△				法461②六、計186一ロ

				③ Ａ＞（Ｂ＋Ｃ）∧のれん÷2≦（Ｂ＋Ｃ）　→ 控除額＝（Ａ　　　　千円－Ｂ　　　　千円）　　　　 ＝		△				法461②六、計186一ハ(1)

				④ Ａ＞（Ｂ＋Ｃ）∧のれん÷2＞（Ｂ＋Ｃ）　→ 控除額＝（Ｃ　　　　千円＋繰延資産　　　　千円）＝		△				法461②六、計186一ハ(2)

		６．連結規制		連結配当規制適用会社を選択適用した場合						計186四

				（Ａ連結剰余金の額　　　千円＜Ｂ単体剰余金の額　　千円－Ｃ子会社から取得した自己株式　　千円）の場合：　Ｂ－Ｃ－Ａ＝△

				Ｂ単体剰余金の額＝株主資本の額　　千円－その他有価証券評価差額金(注１)　　千円－土地再評価差額金（注１）　　千円

				－のれん等調整額(注２)　　千円　＝　　　　　　

				Ｃ子会社から取得した自己株式の額＝最終事業年度末日後に子会社から親会社自身の株式を取得した場合の子会社における簿価　　千円

				×子会社に対する持株比率　　％　＝　　　

				Ａ連結剰余金の額＝株主資本の額　　千円－その他有価証券評価差額金(注１)　　千円－土地再評価差額金（注１）　　千円

				－のれん等調整額(注３)　　千円　＝　　　

		７．評価差額金		期末日の（その他有価証券差額損　  千円＋土地再評価差額損　　　　千円）　　　　　　＝		△				計186二、三

		８．300万円		（資本等金額＋新株予約権の額＋評価・換算差額等(プラスのみ)）の合計額が３００万円に不足する額		△				計186六

		分　　　　配　　　　可　　　　能　　　　　額						0		法461②

		（注１）　マイナスの場合のみ

		（注２）　のれん等調整額が資本金、資本剰余金、利益準備金の合計を超えているときは、資本金、資本剰余金、利益準備金の合計額

		（注３）　のれん等調整額が資本金、資本剰余金の合計を超えているときは、資本金、資本剰余金の合計額								以上 イジョウ



&L&12&F&R2012年５月23日（水) 作成

平成24年５月11日開催取締役会決議　2011年度（平成23年度）決算の期末配当の件
　　期末配当金総額　Ｘ，ＸＸＸ，ＸＸＸ，ＸＸＸ円
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　期末配当金総額／分配可能額 ＝Ｘ，ＸＸＸ，ＸＸＸ千／ＸＸ，ＸＸＸ，ＸＸＸ千＝１．９７％
　　　　   配当性向＝（ＸＸＸ，ＸＸＸ千＋Ｘ，ＸＸＸ，ＸＸＸ千）／Ｘ，ＸＸＸ，ＸＸＸ千＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ＝Ｘ，ＸＸＸ，ＸＸ１千／Ｘ，ＸＸＸ，ＸＸ０千＝３９．２５％




